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２．４ 火山内部構造・状態把握技術の開発 

(1) 業務の内容

(a) 業務題目 先端的な火山観測技術の開発

「火山内部構造・状態把握技術の開発」 

(b) 担当者

所属機関 機関種別 役職 氏名 

東京大学・地震研究所 

同上 

同上 

北海道大学・理学研究院 

同上 

同上 

東北大学・理学研究科 

同上 

同上 

東京工業大学・理学院 

同上 

名古屋大学・環境学研究科 

神戸大学海洋底探査センター 

九州大学・理学研究院 

同上 

同上 

同上 

鹿児島大学・理工学研究科 

同上 

神奈川県温泉地学研究所 

代表機関 

参加機関 

参加機関 

参加機関 

参加機関 

参加機関 

参加機関 

参加機関 

参加機関 

教授 

准教授 

助教 

教授 

教授 

助教 

教授 

准教授 

助教 

准教授 

講師 

教授 

教授 

准教授 

教授 

教授 

准教授 

教授 

准教授 

主任研究員 

大湊 隆雄 

行竹 洋平 

小山 崇夫 

橋本 武志 

青山 裕 

田中 良 

三浦 哲 

山本 希 

市來 雅啓 

神田 径 

寺田 暁彦 

山岡 耕春 

金子 克哉 

相澤 広記 

清水 洋 

松本 聡 

松島 健 

中尾 茂 

八木原 寛 

本多 亮 

(c) 業務の目的

近い将来噴火する可能性が高いと思われる火山や、噴火した際に大きな災害になる可能

性の高い火山において機動的な観測や電磁気構造探査を実施し、取得したデータを解析し、

観測時点における火山活動度、及び火山直下での構造を明らかにする。それらのデータや

解析結果をデータベースとして保存するため本事業の課題 A の課題責任機関に提供する。

具体的には、霧島山、箱根山、倶多楽、三宅島、草津白根山、蔵王山、有珠山、伊豆大島、

富士山、新潟焼山などの約 10 火山で、それぞれの火山の特質を考慮して、毎年２火山程度

をそれぞれの火山について約２年間の機動的な観測または電磁気構造探査を実施して、各

火山のその時点での火山内部状況を示す詳細な震源分布、地震活動、全磁力分布、山体膨

張等のうち可能なものいくつかの調査、または電磁気構造探査を実施して地下比抵抗３次

元構造を明らかにする。これらの結果は、将来火山活動の変化が見られた時の切迫性評価
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の基準となる。そのため、整理の終わった観測データや解析結果を本事業の課題 A に提供

し、広く活用を図る。また、機動的な観測や探査を実施する際には、火山研究人材育成コ

ンソーシアムと連携をはかり、次世代の火山観測研究の担い手をポストドクターとして雇

用する他、大学院博士課程の学生で機動観測とそのデータ解析に参加を希望する若手人材

をリサーチアシスタントとして受け入れ、現場教育も併せて行うように努める。 

 このような観測で得られたデータを即時的に解析するためのツールとして、地震計アレ

イデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、火山性地震活動総合解析シ

ステム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析システムを開発する。これらのツ

ールは、個々の火山の特性や環境を無視した画一的な仕様では実用的なものとはならない。

そのため、色々な条件下（例えば、観測点の配置、観測点密度、地形）で実施する機動観

測で利用して改良を重ね、より広く利用できるツールの作成を事業期間中に目指す。 

 

(d) 10 か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成 28 年度： 

最近、熱活動が見られる霧島山硫黄山の現状を把握するために、硫黄山周辺で地殻変

動観測、地震計アレイ観測、電磁気観測を実施し、地震活動、地下比抵抗構造、地盤変

動の圧力源の場所から、硫黄山浅部の地下の内部状況の把握に資するデータを取得し、

地下比抵抗構造と震源域の関係について予察的な結果を得た。 

観光地に近く、水蒸気噴火が発生すると大きな被害が予想されるにもかかわらず、地

下構造をはじめ、ほとんどの情報がない倶多楽において、水蒸気噴火の際に大きな影響

を与える熱水溜まりの位置の推定に有用な地下比抵抗構造の探査を、平成 29 年度に約

50 地点で実施する予定しており、そのための準備として、観測予定点の用地交渉を行う

と共に、観測環境が悪いと予想される地点でノイズ調査を行った。また、現時点での地

盤変動、地震活動についても調査した。 

2015 年に小規模な水蒸気噴火が発生した箱根山では、地盤変動の解析から深さ 8 ㎞付

近にマグマ溜まりが存在すると推定されている。しかし、これまで分解能が高い地震波

速度構造が推定されていないため、マグマや熱水の供給系についての情報が不足してい

る。そのため、箱根山周辺に機動的に地震観測点を増設して、詳細な３次元地震波速度

構造を推定するための観測を開始した。 

平成 30-31 年度実施予定の三宅島及び平成 31-32 年度実施予定の草津白根山の機動観

測の準備を行った。 

本事業で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを解析するた

めに、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、火山性

地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析システムな

どのツールの開発を開始した。平成 28 年度は、上記のうち、地震計アレイデータ解析シ

ステムの開発を先行して進めた。 

本事業の本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ

代表者会議、本課題の進捗状況の確認及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテー

マ推進会議を開催し、担当者間の連携を強化した。また、機動的観測や地下構造探査に

必要な観測機材を計画的に整備した。 
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2) 平成 29 年度： 

前年度に予備調査を実施した倶多楽の地下比抵抗構造の探査を実施した。探査領域は

登別温泉を含む東西約 15 ㎞、南北約 10 ㎞の範囲の 49 地点で探査を実施した。得られ

たデータを解析し、この地域の３次元地下比抵抗構造の推定を行い、予察的な結果を得

た。 

前年度に引き続き霧島山硫黄山、箱根山における機動観測を継続した。また、次年度

以降に予定されている三宅島と草津白根山での機動観測の準備を進めた。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、

火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析シス

テムなどのツールの開発を進めた。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況の管理及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ

推進会議を開催し、担当者間の連携を強化した。また、機動的観測や地下構造探査に必

要な観測機材を計画的に整備した。 

 

3) 平成 30 年度： 

三宅島では 2000 年噴火から 17 年以上が経過し、前回の噴火後に収縮していた山体も

2006 年以降は膨張に転じ、次期の噴火の準備が始まっている。また、現在も極めて規模

の小さな火山性地震が多数発生している。2000 年噴火前は山腹噴火が続いてきたが、

2000 年噴火により火道の状況が大きく変わったため、次の噴火様式の予想が困難である。

火道が開放されているときには、火口浅部で長周期地震の発生することが予想されるが、

火口近傍に広帯域地震計が設置されていないため、その詳細な活動は不明であった。三

宅島において長周期地震・微動活動の有無を確認するため、機動的に広帯域地震観測を

実施し、長周期地震活動のデータを取得した。また、これまでに取得した MT 観測データ

を整理し、地下比抵抗３次元構造の推定を試みた。 

前年度に引き続き霧島山硫黄山、箱根山における機動観測を継続し、データの解析を

進め、水蒸気噴火を引き起こす火山の地下構造を求めた。また、次年度以降予定されて

いる草津白根山での機動観測の準備を進めた。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、

火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析シス

テムなどのツールの開発を進めた。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況の管理及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ

推進会議を開催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造探査に必

要な観測機材を計画的に整備した。 

 

4) 平成 31 年度（令和元年度）： 
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草津白根山湯釜では、平成 26 年３月以降火山活動が活発に推移し、水蒸気噴火の発生

が懸念されている。一方、平成 30 年１月にはこれまでそれほど活動が注目されていなか

った本白根山で水蒸気噴火が発生した。この火山では、火山全体の活動を支配している

と考えられる深部の構造が求められておらず地表への熱の供給源であるマグマ溜まり

の位置も知られていないため、活動の今後の見通しを立てるための情報が不足している。

そのため、平成 30 年噴火後に急遽増設された観測網を維持して、詳細な地震活動や地盤

変動の情報を得るとともに、広域に MT 観測等を行うことにより深さ 10km 程度までの地

下比抵抗構造を明らかにし、マグマ溜まりの位置の推定を目指す。同時に熱観測等も実

施した。 

前年度に引き続き三宅島、箱根山における機動観測を継続した。三宅島では、平成 12

年の噴火以降の地下の構造、特に地下水分布の変化を調査するため、MT 観測を実施した。

さらに、次年度予定されている蔵王山での機動観測の準備を進めた。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、

火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析シス

テムなどのツールの開発を進め、アルゴリズムの確定、プロトタイプの完成を目指した。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況の管理及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ

推進会議を開催し、担当者間の連携を強化した。また、機動的観測や地下構造探査に必

要な観測機材を計画的に整備した。 

 

5) 令和 2 年度： 

蔵王山では、約 3 万年前に馬の背カルデラが形成され、その後カルデラ内に発達した

火口湖御釜および近傍の地熱地帯において断続的な火山活動が現在まで継続している。

有史以降も数十年間隔で水蒸気噴火や泥流が発生しており、降灰や酸性水による土壌汚

染等の災害を引き起こしてきた。2011 年東北地方太平洋沖地震以後、マグマ活動を示唆

する深さ 20～35km で発生する深部低周波地震の活動が活発化し、2013 年以降は浅部に

おける火山性地震・火山性微動や熱消磁の発生が認められている。噴火を引き起こすポ

テンシャルの判断材料となる火山性流体や変質帯の分布を明らかにするため、比抵抗構

造探査実施した。また、深部流体の移動を把握するため、広帯域地震計による機動観測

と傾斜計による地殻変動観測を実施した。 

前年度に引き続き草津白根山における機動観測として、比抵抗構造調査、自然地震観

測、GNSS 観測を実施した。また、次年度予定されている有珠山での機動観測の準備とし

て土壌拡散 CO2 放出率の事前調査と、臨時地震アレイ観測及び臨時 GNSS 観測点の用地選

定を行った。また、活動が継続している霧島山、箱根山、三宅島においても規模を縮小

して観測およびデータ解析を継続した。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために利用する、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析

システム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連
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続解析システムなどのツールのプロトタイプの開発を継続した。実データで利用し、実

用化に際しての問題点を明らかにすることを進めた。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ推進会

議を開催し、担当者間の連携を強化した。また、機動的観測や地下構造探査に必要な観

測機材を計画的に整備した。 

 

6) 令和 3 年度： 

有珠山では、令和３年度時点では前回の噴火から 20 年以上が経過し、次回の噴火が近

づいている時期にあたる。これまで有珠山では噴火前に有感地震が多発し、地震活動の

ピークを過ぎてから噴火が開始するという現象が何度か再現している。しかし、1910 年、

2000 年噴火のように山腹噴火の場合には地震発生から約３日後に噴火する場合や、1977

年の山頂噴火のように地震発生の約１日後に噴火するなど、必ずしも同じ現象が繰り返

すとは限らない。噴火前の地震活動のメカニズム解明が、有珠山の噴火切迫性評価にと

って重要である。今年度は地震活動を精密に調査するとともに、地下比抵抗構造推定を

進めた。また、地震発生と相関がある地下からの火山ガス（土壌 CO2）放出量についても

測定を行った。 

前年度に引き続き、蔵王山での機動観測を継続した。また次年度予定されている伊豆

大島での機動観測の準備を行うとともに、比較研究として三宅島の比抵抗データの解析

を進めた。また、活動が継続している草津白根山、霧島山、箱根山においても規模を縮

小しつつ観測およびデータ解析を継続した。また、データや解析結果の課題 A への集約

を進めた。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために利用する、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析

システム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連

続解析システムなどのツールのプロトタイプの開発を継続した。実データで利用し、実

用化に際しての問題点の洗い出しを進めた。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を図るためサブテーマ推進会議を開

催し、担当者間の連携を強化した。また、機動的観測や地下構造探査に必要な観測機材

を計画的に整備した。 

 

7) 令和 4 年度： 

伊豆大島は前回の噴火から現時点で既に 30 年以上が経過し、平均的な噴火間隔（30～

40 年）に近づいている。火山性地震は山体膨張と極めて良い相関を持つという特徴があ

り、マグマ溜まりの状況把握と噴火切迫性を評価するために精度の高い地震活動の観測

は有用である。また、前回の噴火では噴火の約３ヶ月前から間欠的な火山性微動が発生

し、その後連続微動となって噴火に至った。このようなことから、現在の状況及び将来

の噴火時の緊急観測に備えるため、広帯域の地震計アレイ観測を実施し、地震活動度の
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時空間変化を捉え、火山内部の状態把握を行い、将来の噴火切迫度評価の際の基準とす

る。 

前年度に引き続き、有珠山での機動観測を継続する。また、次年度に予定されている

富士山での機動観測の準備を行う。蔵王山、草津白根山、霧島山、箱根、三宅島につい

ては規模を縮小しつつ観測を継続するとともに、これまでに取得したデータの解析と課

題 A への集約を進める。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために利用する地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析シ

ステム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続

解析システムなどのツールの実用化に向けて開発を進める。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ推進会

議を開催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造探査に必要な観

測機材を計画的に整備する。 

 

8) 令和 5 年度： 

富士山ではすでに各種観測が実施されているが、火山ガスの観測についてはあまり進

められていない。火山ガスの成分変化は噴火切迫性の評価に有効であると思われるが、

わが国ではそれほど実績がない。課題 B サブテーマ３「地球化学的観測技術の開発」で

開発予定の火山ガス観測システムを用いて火山ガス成分の変化を追跡するとともに、火

山ガス、温泉溶存ガスの分布と関連が深い富士山周辺の地下水分布を、広域に MT 観測を

実施し、地下比抵抗流体流動解析システムを用いて地下比抵抗構造を推定する。 

前年度に引き続き伊豆大島での機動観測を継続する。また、次年度予定されている新

潟焼山での機動観測の準備を行う。有珠山、蔵王山、草津白根山、霧島山、箱根、三宅

島については規模を縮小しつつ観測を継続するとともに、これまでに取得したデータの

解析と課題 A への集約を進める。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを即時的に解

析するために利用する地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析シ

ステム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続

解析システムなどのツールの実用化に向けて開発を進める。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を検討するためのサブテーマ推進会

議を開催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造探査に必要な観

測機材を計画的に整備する。 

 

9) 令和 6 年度： 

新潟焼山は、小規模ながら 20 世紀に６回の噴火活動を経験している。2015 年末から

噴煙を高く上げるようになり、2016 年５月には 18 年ぶりに降灰も確認されるなど、活

動度が低い火山ではないと認識すべきである。近年は水蒸気噴火を繰り返しているが、

250 年前には住居地域へ到達する火砕流を噴出するなどの記録があり、マグマ噴火も懸
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念されている。また、冬季には小規模な噴火によっても融雪型火山泥流により居住地域

に被害を及ぼす可能性がある。しかし、自動車の通行できる道路がないなどアクセスが

悪いことから、これまで地質調査以外の調査・研究の対象はあまりなされていない。こ

のように、活動の実態がほとんど調査されていない火山は、噴火切迫度を評価するにし

ても基準がないので、その基準となる観測データを取得することが重要である。新潟焼

山の地下比抵抗構造を明らかにするため、MT 観測を実施する。また、広帯域地震観測も

並行して実施する。可能であれば空中磁気測量を行い、全磁力分布を明らかにする。 

前年度に引き続き、富士山での機動観測を継続する。有珠山、蔵王山、草津白根山、

伊豆大島、霧島山、箱根、三宅島については規模を縮小しつつ観測を継続するとともに、

これまでに取得したデータの解析と課題 A への集約を進める。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを解析するた

めに、地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、火山性

地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析システムな

どのツールの実用化に向けて、実用化のための開発を進める。 

本課題を円滑に推進するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会

議、本サブテーマの進捗状況及び今後の詳細な計画を図るためサブテーマ推進会議を開

催し、担当者間の連携を強化する。また、機動的観測や地下構造の探査に必要な観測機

材を計画的に整備する。 

 

10) 令和 7 年度： 

前年度に引き続き、新潟焼山での機動観測、地下構造の探査を継続する。これまでの

観測対象火山についても、活動が継続している場合は規模を縮小しつつ観測を継続する

とともに、データの解析と課題 A への集約を進める。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを解析するた

めに利用する地震計アレイデータ解析システム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、

火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情報解析システム、地震波動場連続解析シス

テムなどのツールを実用化し、行政官庁、研究者コミュニティに公開する。 

本課題を総括するため、サブテーマ間の連携強化のためのサブテーマ代表者会議、本

サブテーマ推進会議を開催し、事業の成果をまとめる。 

 

(e) 令和３年度における成果の目標及び業務の方法 

1) 機動的な観測及び電磁気構造探査による精度の高い火山内部構造・状態の把握 

a) 蔵王火山における機動観測 

2015年４月～６月及び2018年１月～３月に火口周辺警報（噴火警戒レベル２）が発

表された蔵王火山では、2012年頃から深部低周波地震の活動が高まり、その後想定火

口域浅部における熱消磁や長周期地震が観測されるなど火山活動の活発化がみられて

おり、中期的な噴火切迫性の評価が重要である。今年度は、前年度に火口湖・御釜

の周辺で実施した電磁気観測のデータの解析を進め、過去に蔵王山周辺で取

得したデータも併せて 3次元地下比抵抗構造の推定を行う。また、前年度に選

定した御釜西側の候補地に傾斜観測点を新設し、令和元年度に御釜東側に設



162 

 

置した観測点を含む既設地殻変動観測網のデータと併せて、浅部地殻変動源

の推定を行う。令和２年度に開始した機動的な地震観測も引き続き継続し、

火山性地震や長周期地震の解析を進め、流体経路などの浅部熱水系構造の情

報を得る。  

既設の地震・傾斜観測点のデータ解析を進めつつ、既往研究による比抵抗

構造等を総合して切迫性評価に関する検討等を進めるために博士研究員 1名

を雇用する。  

国内学会（ JpGU:横浜市で開催・オンライン併用）に出席し、国内外の火山

研究についての情報収集・情報交換をおこない、蔵王火山の噴火切迫度の評

価の高度化につなげる。  

 

b) 有珠火山における機動観測 

有珠火山では、前回の噴火から 20年が経過し、次回の噴火に向かう準備段

階を迎えていると想像される。これまで有珠火山では、噴火前に有感地震が

多発し、地震活動のピークを過ぎる頃に噴火が始まるという活動パターンを

繰り返している。ただし、 1910年や 2000年噴火の山腹噴火では、群発地震開

始から約３日後に噴火している一方で、山頂噴火した 1977年では、群発開始

の約１日後に噴火しており、詳しく見るとこのような違いもある。こうした

噴火までの時間や噴火地点の違いは、マグマの上昇速度やそれをもたらす地

下の環境の違いによる可能性があるが、現状では事前にその違いを見分ける

ことはできていない。有感地震が群発する以前の段階から、噴火切迫性を評

価できるようにするのが将来の目標であるが、それには、静穏期の定常的な

地震活動のメカニズムを解明することや、山体内部の詳細な地下構造を知る

ことが手がかりとなる。  

このため、現在も山頂火口原直下で定常的に起こっている微小地震活動を、

アレイ観測も含めた臨時地震観測で精密に調査するとともに、AMT法で山体内

の地下比抵抗構造を探査する。また、有珠火山では、噴火前後に大きな地盤

変動を伴うことから、実際に噴火が近づいた際には、迅速に多点の臨時地盤

変動観測網を展開することが重要となる。このために、廉価な GNSS受信機を

用いた地盤変動観測・伝送システムを準備中であり、令和３年度から４年度

の機動観測期間には、本課題でこれを試験運用する。加えて、 2000年噴火の

半年前に顕著な異常が検知された実績があり、地震発生との相関も期待され

る、土壌拡散 CO 2フラックスについても、前年度よりさらに対象領域を拡大し

てマッピングを行う。機動観測の業務には、北海道大学で雇用するリサーチ

アシスタント２名も補助的に従事させる。  

 

c) 伊豆大島火山における機動観測準備 

伊豆大島では、前回1986年11月に開始した一連の噴火活動は1990年11月の水蒸気噴

火を最後に活動が低下し、1990年代半ばころまで山体の収縮が継続した。その後、徐々

に山体の膨張が始まり、現在では長期的には山体の膨張の傾向が続いているのに加え
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て、１～３年周期の山体の膨張と収縮が繰り返して起っている。その圧力源は伊豆大

島カルデラ内北部の深さ約5㎞と推定されている。また、山体周辺の火山性地震も活発

に起こり、伊豆大島の沿岸の岡田、元町、野増の各地区からその沖合にかけて有感地

震を含む群発地震が時々発生するとともに、伊豆大島カルデラ内地下浅部では、山体

膨張に同期した微小地震の活動が見られており、将来発生する噴火に向けて着々と準

備している。 

伊豆大島では、これまで人工地震による地震波速度構造やMT、AMT法による地下比抵

抗構造がそれぞれ別々に推定されてきた。来年度から実施予定の機動観測では地震波

速度構造と地下比抵抗構造を比較し、それらの対比から火山内部状態の把握する方法

の開発を目指している。本年度はその準備として、過去の構造探査の情報を集め、再

解析を試みる。更に、来年度以降の機動観測の準備として、観測予定点の選定と、借

地や自然公園法の許認可の準備を行う。 

地下比抵抗構造については、過去の伊豆大島のMT、AMTデータを再解析するとともに

同様の広域応力場の環境にあり、平成30年～令和元年度に機動観測を実施した三宅島

との比較も進めることが重要である。このため博士研究員を雇用する。また、各種デ

ータの整理のため、リサーチアシスタントを雇用する。 

 

d) 草津白根火山における機動観測 

令和 2 年度まで草津白根山周辺で地震および地殻変動の機動観測を実施してきた。

特に、深部圧力源が存在すると考えられている草津白根山の西側では、平成 30 年夏か

ら秋にかけて地震が群発したため、地震計や傾斜計を機動的に設置してきた。同地域

の群発地震活動は沈静化しているものの、いまだに散発的な地震活動が認められる。

また、草津白根山北側の志賀高原においても独立した地震活動が新たに見出されてい

る。草津白根山の噴火警戒レベルも２のままであるため、引き続きこの事業で構築し

た観測網の運用を継続し、データを蓄積する。 

既存観測点との統合解析により、これまで不明であった草津白根山周辺の西～北側

10 km程度までの震源分布を明らかにし、草津白根山の火山活動との関係を検討する。

この震源分布決定作業を進めるために、技術限定職員 1 名を半年間雇用する。また、

これまで本事業等により草津白根山を中心とする半径 10 km 圏内の 50 ヶ所以上で MT

観測データを取得した。それ以外の過去に取得したデータも併せて解析を行い、この

地域の 3 次元地下比抵抗構造を高精度に推定し、震源分布等と併せて解釈することに

より、草津白根山のマグマ―熱水系の地下構造を明らかにする。 

 

e) 霧島火山における機動観測 

1)霧島火山における噴火発生場の構造・物性モデルの作成 

霧島火山においては現在も活動が継続していることを考慮して、地震（ア

レイ地震計・広帯域地震計）・空振、地殻変動（水準測量・傾斜変動・ GNSS

測量）、電磁気（広帯域ＭＴ）などの諸観測を継続する。地震計、 傾斜計に

ついては携帯電話通信網を用いたテレメータによりリアルタイムで収録する。

これらの観測データの解析により、えびの高原（硫黄山）周辺の地震・微動
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活動や浅部地殻圧力源と比抵抗構造の時間・空間変化を検出して、 2018年度

に作成した「噴火発生場の構造・物性モデル」に時間軸を入れてモデルの高

度化をはかる。これらに基づき、えびの高原（硫黄山）の火山噴火切迫度評

価を試みる。   

また、新燃岳、御鉢を含んだ霧島火山群全体としてのマグマ供給系の構造

を広帯域 MT観測により推定する。これまで蓄積してきた火口近傍の観測点に

加え、霧島火山群を取り囲むように新たに観測点を設置することで、深さ 20km

程度までの地下比抵抗構造を高い空間解像度と信頼性で推定する。  

 

2)霧島火山における GNSS 機動観測の実施 

現在も地表の高温域が拡大する霧島火山えびの高原付近及び霧島火山周辺を含む広

域で、GNSS連続観測を実施する。上記 1) と併せて、霧島山新燃岳や硫黄山でのマグ

マ噴火や水蒸気噴火や切迫度評価に資する情報を獲得する。 

 

3)霧島火山における地球物理観測の解釈を支援する地質情報の取得 

霧島火山において、これまでに得られた地震活動、地盤変動の時間変化や地下比抵

抗構造を噴火切迫度評価に繋げるために必要な地質学的な情報を取得するため、霧島

山周辺で地質調査の準備を行う。 

  

f) 箱根火山における機動観測 

 箱根火山の深部におけるマグマ供給源のイメージングを目指して、レシー

バー関数のインバージョン解析を実施する。また、 2017年までに実施した機

動観測で得た波形データを用いて S波スプリッティング解析を行い、箱根火山

の深部から浅部へのガス  や熱水を供給する亀裂系の特徴を明らかにする。

2017年の機動観測のみでは解析に使用できるデータが不足することも予想さ

れるため、必要に応じて追加の機動観測を実施する。大涌谷の蒸気井や自然

噴気の温度・成分・安定同位体比などを観測し、熱水活動と地震・地殻変動

との関連性について検討することで、水蒸気  噴火の切迫度評価の基礎データ

とする。国内外の学会に出席し、他火山・他地域での観測や噴火の切迫性評

価手法などの情報収集を行うとともに、科学誌への成果の発表準備を進める。 

 

 なお、研究期間中に国内の火山で、噴火の予兆が把握された場合もしくは噴火が発生

した場合において、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトのプロジェクト・

リーダーが当該火山を対象とした緊急観測の実施を決定した際は、前記の機動

観測について、その一部もしくはその全てに代えて緊急観測を実施することを

可能とする。  

 

2) 火山噴火切迫度評価に有用な各種ツールの開発 

a) 地震計アレイデータ解析システム 
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平成 28 年度から地震計アレイデータ解析システムのプロトタイプの開発を行い、

霧島山での試験観測を通して、システムの改良を行ってきた。今後は、開発したソフ

トウエアの活用を図り、機動的火山観測への適用実績を蓄積する。そのうえでソフト

ウエアの更なる改善を検討する。  

 

b) 地下比抵抗・熱水流動解析システムの開発 

i) ポストプロセッサの開発とパッケージ化 

熱水流動シミュレーションの出力（温度圧力分布）から比抵抗分布を推定するツー

ルを作成する。これを用いて、草津白根山などの実探査データに基づく比抵抗構造を

試行錯誤的に再現することを試みる。東京工業大学で雇用するリサーチアシスタント

１名がこの業務を補助する。 

ii) 熱水流動シミュレーション 

火山活動推移予測や噴火切迫性の評価に資することを念頭に、様々なシナリオで熱

水流動シミュレーションを行い、火道や難透水層などの特徴的な地下構造がもたらす

効果ついて考察する。その際、前年度までに開発したポストプロセッサを用いて、地

盤変動や地磁気変化等の観測量に変換し、現実の観測例に類似したものがないかにつ

いても検討する。この部分の業務補助のために、北海道大学でリサーチアシスタント

を１名雇用する。 

iii) 坑井データの読取と整理 

比抵抗と浸透率の定量的・経験的関係を抽出するために、過去に行われた地熱ボー

リングの公表済み報告書等から情報を読み取りデジタルデータとして整理し、比抵抗

とその他の物性値に関する知見を蓄積する。この業務補助のために、北海道大学で上

記 i) とは別のリサーチアシスタント 1 名を雇用する。 

  

c) 火山性地震活動総合解析システムの開発 

i) システムの基本設計 

火山性地震や微動の活動度を自動的に評価するためのシステムを構築するため、波

形の特徴の違いに注目して火山性地震、火山性微動を区別して検出する手法の開発を

引き続き行う。具体的には、少数のパラメータで波形の特徴を自動的に高速で抽出す

るアルゴリズムの作成に引き続き取り組む。平成 30 年～令和元年度まで三宅島で機

動観測を実施し、そこで多数の A 型地震、BH 型地震、BL 型地震の波形を取得した。こ

れらの地震は発生場所が異なり、それぞれの型の地震活動の時間変化により、火山活

動の変化が捉えられる可能性がある。特に、2016 年の火道閉塞前後の型別の地震活動

度の変化は、火道閉塞現象の理解に重要な情報を与える可能性があるため、過去の多

数の地震を自動判別により型別に活動度の変化を捉えることは大変興味深い。機動観

測で得た地震波形を教師データとし、過去の多数の地震の種別判定を行うアルゴリズ

ムを作成し、その妥当性を検証して改良を加える。 

ii) システムの動作試験に用いるデータの整備 

地震活動総合解析システムの実用化のためには、色々な火山における実データが必

要であることから、前年度までに実施した御嶽山のデータ整備内容を踏まえ、御嶽山
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とその周辺の地震計で得られた波形データから火山性微小地震を自動検知し、データ

をリアルタイムに整備する。また、効果の検証を可能にするため、御嶽山地域にある

火山研究施設でデータを試験的に表示する。 

 

d) 遠隔熱情報解析システムの開発 

火山研究者自身がセンサー開発、観測計画から運航まで主体的に関わる無人機（ド

ローン）の運用を一層発展させる。具体的には、これまで開発してきた多成分ガス測

定装置を用いて遠隔火山ガス組成比を観測し、地上観測結果と比較しながら測定の妥

当性を検証する。また、草津白根山湯釜火口湖において活動活発化が認められた場合

は、機動的な遠隔湖水採取を実施する。さらに、空中赤外線観測を遠距離から実施す

るために、改修されたドローンを用いた赤外線観測試験を行う。実際の飛行調査にお

いては、様々な準備と複雑な作業手順を必要とするため、どれかひとつを欠いただけ

でも有効なデータの取得がままならない。噴火発生時等に研究者がドローンを広く活

用できることを意図して、これまでに得た知見に基づき、作業手順の簡略化およびマ

ニュアル化を進める。 

 

e) 地震波動場連続解析システムの開発 

火山周辺の地震波動場を連続解析し火山内部の状態変化を評価するためのアルゴリ

ズムの検証・解析プログラムプロトタイプの作成を引き続き進める。今年度は、これ

まで実装を進めた地震波干渉法解析プログラムの GUI の改良及び本プロジェクト等で

取得した観測データや既存観測網において得られたデータへの適用を進め、改善点等

の検討を行う。また、課題Ａにおけるデータ一元化との連携及び成果の共有について

検討を行う。これらの業務補助のため、リサーチアシスタント１名を雇用する。 

また、地震波動場連続解析システムの実用化・運用のためには、連続記録を安定し

て取得することが必要であるため、通信回線の冗長化等の観測システムの検討を引き

続き行う。 

 

3) プログラムの総合推進 

 

a) 課題「先端的な火山観測技術の開発」の包括的な推進 

本課題で開発を目指す先端的な火山観測技術を効率的に推進するため、本課題の各

サブテーマの責任者を集めた会議を引き続き開催する。そこで、各サブテーマの研究

の進捗状況に関する情報交換と協力体制の構築を行う、また、可能であれば他のサブ

テーマと共通のフィールドで共同観測を実施し、情報の交換を行う。 

 

b) サブテーマ「火山内部構造・状態把握技術の開発」の推進 

本サブテーマの課題責任機関、参加機関、協力機関が参集する「火山内部構造・状

態把握技術の開発推進委員会」を開催し、本サブテーマの実施状況を確認するととも

に、具体的な今後の実施計画について検討する。また、各種解析ツールの開発状況に

ついての情報交換も行う。この際、火山防災業務に責任を持つ気象庁との連携をはか



167 

 

るため、推進委員会に気象庁職員に出席してもらい、情報の共有を図る。更に、解析

結果（比抵抗分布、速度構造など）を課題Ａ「データ一元化」課題に受け渡す方法等

について協議する。 

全国の火山の活動を常に念頭に置き、このサブテーマで実施する研究開発の成果を

最大限にするため、関係機関との協議の下に火山噴火緊急観測実施の可能性や、機動

的観測の対象火山の年次の変更等についても協議する。 

 

c) 機動的な観測に利用する観測機材の整備 

2021、2022 年度に実施する有珠山機動観測および 2022、2023 年度に実施予定の伊

豆大島機動観測で利用する広帯域計を購入する。有珠山では、これとこれまでに購入

した機材を併せて利用して本事業を実施する。 

機動的な観測や電磁気構造探査で利用する観測機材は、次年度以降も事業の予定を

考慮して、本事業の業務の実施に支障のないように計画的に整備する。 

 

d) 課題Ａで取り組むデータ一元化への協力 

本課題で得られた観測データを課題Ａで進めるデータ一元化へ円滑に進めるため、

課題Ａで設置する具体的な方策を検討するワーキング・グループに参加して、課題Ａ

の活動に協力する。その際、既存観測点の観測データについても議論が進むように協

力する。 

 

（2）令和３年度の成果 

(a) 業務の要約 

 火山噴火切迫性を評価するための基準となる現時点での火山活動や地下構造を把握する

ための調査を、蔵王山、有珠火山、草津白根山、霧島山及び箱根山において実施した。ま

た、伊豆大島において次年度実施予定の機動観測の準備を行った。 

 蔵王山では、昨年度の解析で得られた低比抵抗体分布の信頼性評価、傾斜計の新設、地

震機動観測データの機械学習に基づく地震種別分類等を行った。有珠山では、GNSS の機動

観測の開始およびテレメータ化の準備、山頂噴火に備えた地震アレイ観測の実施とその性

能評価、AMT/MT 法による 3 次元比抵抗探査、全磁力観測、土壌 CO2 フラックス観測を実施

した。伊豆大島では次年度に予定される AMT・MT 法による機動観測の実施に向けて、観測

予定点の選定や許認可手続きの確認等を進めた。また、伊豆大島と同様の地学的条件下に

ある三宅島との比較を行うため、三宅島の機動観測データの再解析を行った。草津白根山

では、3 次元比抵抗構造を高精度に推定し、他のデータと合わせることによりマグマ熱水

系の構造を明らかにした。さらに、地震観測データの統合処理を進め、定常的に震源を決

めることができる範囲を拡張した。霧島山では、多項目観測を継続し噴火発生場の構造や

その変化、空振発生メカニズムの解明、様々な地殻変動データの統合解析による地下圧力

源の推定を実施した。また、3 次元比抵抗構造の分解能向上にむけて、広域 MT 観測を拡充

した。箱根山では、レシーバ関数法による深部地震波速度構造の推定を進めるとともに、

S 波スプリッティング解析による浅部亀裂系の統計処理とその解釈を進めた。 
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 観測現場において得られたデータから噴火切迫性の即時的な評価を支援する地震計アレ

イデータ解析システムの運用実験を継続した。地下比抵抗・熱水流動解析システムについ

ては、熱水流動シミュレータの出力を比抵抗値に変換するポストプロセッサを開発し、草

津白根山での観測値との比較解析を進めた。また、倶多楽火山を模擬した 3 次元シミュレ

ーションの試行や坑井データの読み取り・整理を進めた。火山性地震活動総合解析システ

ムについては機械学習手法の組み込みに取り組んだ。遠隔熱情報解析システムによる阿蘇

火山のガス観測を実施した。地震波動場連続解析システムについても、実地での運用と改

良を進めた。 

 本事業を包括的に推進するため、博士研究員の雇用やリサーチアシスタントの雇用を通

して、火山人材育成コンソーシアムと連携をはかった。 

 

(b) 業務の成果 

1)機動的な観測及び電磁気構造探査による精度の高い火山内部構造・状態の把握 

a)蔵王火山における機動観測 

今年度は、前年度に火口湖・御釜の周辺で実施した電磁気観測のデータの解

析を進め、過去に蔵王山周辺で取得したデータも併せて 3次元地下比抵抗構造

の推定を行った。また、前年度に選定した御釜西側の候補地に傾斜観測点を

新設し、令和元年度に御釜東側に設置した観測点を含む既設地殻変動観測網

のデータと併せて、浅部地殻変動源の推定を行った。令和２年度に開始した

機動的な地震観測も引き続き継続し、火山性地震や長周期地震の解析を進め、

流体経路などの浅部熱水系構造の情報を得た。  

既設の地震・傾斜観測点のデータ解析を進めつつ、既往研究による比抵抗

構造等を総合して切迫性評価に関する検討等を進めるために博士研究員 1名

を雇用した。  

国内学会（ JpGU:横浜市で開催・オンライン併用）に出席し、国内外の火山

研究についての情報収集・情報交換をおこない、蔵王火山の噴火切迫度の評

価の高度化につなげた。  

 

i)電磁気観測による３次元比抵抗構造の推定 
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水蒸気噴火を繰り返す火山における比抵抗構造探査によって、深さ約 1 km 以浅に

非常に電流を流しやすい低比抵抗層が存在し、その層の下にはやや比抵抗の高い領

域が存在していることが複数の火山に共通して明らかになってきた。草津白根山 1)や

霧島硫黄山 2)などでは、その低比抵抗層下限のやや比抵抗の高い領域側に、熱水や水

蒸気による破壊を示唆する火山性地震震源の上限、熱水膨張を示唆する圧力膨張源、

熱消磁源が位置することから、その領域が熱水や水蒸気の通り道となっており、その

上側に存在する低比抵抗層は、熱水や水蒸気の上昇を阻止する難透水性のスメクタ

イトを主とする熱水変質層であると解釈されている。さらに草津白根山では、その下

の深さ約 2 km 付近に低比抵抗体が存在し、そこが熱水溜り本体であると考えられて

いる。蔵王山も、有史以来馬の背カルデラ内の火口湖御釜において水蒸気噴火を繰り

返している 3)が、その浅部構造は殆んど明らかになっていなかった。令和 2 年度の本

事業報告書において、蔵王山の深さ約 1 km 以浅と深さ約 2 km に低比抵抗体が存在

するという共通の特徴が見られることを報告した。今年度は昨年度に引き続き、2014

年度の「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」と令和 2 年度の本事業

で取得した可聴域周波数帯域地磁気・地電流法（AMT 法）と鉛直磁場-水平磁場変動

間の地磁気変換関数のデータを詳細に解析し、火山性地震の震源や長周期地震の知

見との関係について考察した。 

図１ AMT 観測点配置図。破線は宮城・山形県境を示す。 
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図 1 に今回の解析で使用した観測点の配置図を示す。AMT 法と地磁気変換関数周波

数応答関数を求めるデータ処理は BIRRP 法 4)を、比抵抗構造を推定する逆問題解析手

法は WSIVN3DMT 解析コード 5)をそれぞれ用いた。逆問題解析で用いたデータの周波数

を 2n Hz（n=0〜13）の 14 周波数としたことから、データ数は 60 観測点×14 周波数

×12 応答関数＝10,080 個である。モデル領域は、御釜東側の五色岳付近を中心に水

平方向に±14 km、深さ方向に 30 km の領域をモデル化した。今回の逆問題解析の改

善点の 1 つは、比抵抗モデル空間を従来の南北 38×東西 48×深さ 75=106,219 ブロ

ックから南北 104×東西 104×深さ 139=1,503,424 ブロックに精緻化したことである

（図 2）。国土地理院による 10 m メッシュ電子標高データによって地形を考慮し、御

釜の火口湖は深さを 100 m、湖水の比抵抗を 5 m として固定し、モデルに組み込ん

でいる。 

地表から深さ約 2 km 付近の低比抵抗体の信頼性を評価するため、逆問題解析で用

いる先験情報による違いを考察した。比抵抗構造の逆問題解析では、ある基準となる

モデルを初期値として先験的に与え、基準モデルからモデルパラメータの分散が最

小になるような制約を与える 5)。与える基準モデルの違いによって、得られるモデル

の特徴は異なる場合が多い 6,7)。構造が複雑な地殻では一般的な基準モデルが無いた

め、地球内部を一様としたモデルを基準モデルとし、基準モデルを逐次アップデート

しながらモデルを改善する方法が提案されている 8,9)。本報告では文献 9 に従い、一

様モデルを基準モデルとして与え、比抵抗値として 30、100、300、1000 Ωm を用い

た場合の逆問題解析をそれぞれ行った。各基準モデルに対し、これまでに得られた比

抵抗モデルの平面図と断面図を、図 3、4 に示す。 

図 2  比抵抗構造解析で用いたメッシュの中央付近東西南北±2 km 領域の平面

図。（左）令和 2 年度に行った解析で用いたメッシュ。（右）今回の解析で用いた

メッシュ。黒点は観測点を示す。 



171 

 

基準モデルが異なる場合でも、表層付近の浅部低比抵抗層と海抜下約 1.5 km の低

比抵抗体は安定して推定されていることが分かる。しかし草津白根山と比較すると、

海抜下約 1.5 km の低比抵抗体の比抵抗値はそれほど低くなく、その拡がりも限定的

であるように見える。この低比抵抗体が深部の熱水溜りであると仮定すると、比抵抗

図 3 推定された比抵抗構造の水平断面図。左列から右列へそれぞれ標高 1180 m、海

抜 0 m、海抜下 1520 m での値。基準モデルの比抵抗値は上段から下段に向かってそ

れぞれ 30、100、300、1000 Ωm とした。カラースケールは比抵抗値を示し、黒点が

観測点、実線が等高線（50 m 間隔）である。白抜きの領域は地表面よりも上側（空

中）であることを示す。 
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構造からは蔵王山の深部の熱水溜りは草津白根山程は発達していない可能性を示唆

する。 

一方表層付近の低比抵抗層は比抵抗値としては顕著に低い値を示し、図 3（左）が

示すように御釜の北東約 500 m 付近に存在している。この位置はⅲ)で報告する長周

期地震の震源として推定されているほぼ鉛直の開口亀裂の位置と対応している。そ

こで開口亀裂解の走向に沿った比抵抗構造の断面と、火山性地震の震源域、開口亀裂

解、全磁力観測から推定された熱消磁源の位置との関係を図 5 に示す。図 5 で示した

比抵抗構造は、RMS misfit が最小（4.04）となった基準モデルを 100 Ωm とした場

合の結果である。長周期地震の開口亀裂解の上端が、浅部低比抵抗層の下端と概ね一

致している。このことは熱水の通り道となりうる開口亀裂の上端周辺が変質層によ

ってシールされるという、冒頭に述べた水蒸気噴火を繰り返す火山に共通して見ら

れる構造的な特徴が蔵王山においても成立していることを示唆する。熱消磁源の位

置は浅部低比抵抗層と同じ深さであるが、水平位置が異なっている。熱消磁源の推定

結果については RMS misfit が 7.5 を上回っており、解の信頼性としては低い。また、

開口亀裂の下端が深部低比抵抗体の深さと一致していることも興味深い。さらに熱

図 4 下図 A-A’における比抵抗モデルの東西鉛直断面図。左から、基準モデ

ルの比抵抗値を 30、100、300、1000 Ωm とした場合の結果を示す。 
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水活動と関連していると考えられている A 型地震の震源域は水平位置こそ異なるも

のの、深部低比抵抗体の深さとほぼ一致している。 

 

ii) 傾斜観測による浅部地殻変動源の推定 

本事業では、蔵王山直下の地殻変動源・熱水系の空間分布及びその時空間

変化を捉えて火山活動切迫度評価に資するため、傾斜観測網の強化を図って

いる。令和元年度には想定火口域東側に御釜東傾斜観測点（ ZOKE）を設置し

（図 6）、令和 2年度には、令和 3年度に想定火口域西側に傾斜観測点を新設

するため設置場所の選定や許認可に必要な書類作成を業者に委託するなど

準備を進めた。既設観測点の配置を考慮し、想定火口域に予想される圧力源

の時空間変化を効率よく捉えるために、気象庁の坊平観測点と御釜のほぼ中

間地点にある御田ノ神避難小屋の近くに選点した（図 6）。令和 3年度には、

図 5 火山性地震の震源域（A 型、BH 型、BL 型）、長周期地震（VLP）の震源

のセントロイド及び開口亀裂、熱消磁源の位置と比抵抗構造の位置関係。平

面図（左上）及び南北断面図（左下）を示す。右上図は標高 1180 m における

比抵抗構造水平断面図、右下図は右上図中 A-B 線に沿った鉛直断面図。 
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許認可手続きを行った後、10月 15日に傾斜計の設置工事を行った。設置した

傾斜計は、米国 Pinacle社の気泡型傾斜計で、設置深度が県道からの距離が

数 10 mと近く、車両通行によるノイズ混入が懸念されたため、同傾斜計とし

ては最深深度である 20 mとした。  

図６ 蔵王山周辺の傾斜観測点配置図 

 

図 7 御田ノ神観測点（ZODA）の写真（左）と設置した傾斜計の主な仕様（右）。 
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御田ノ神観測点（ ZODA）近くを通る県道は 11月初めから 4月末まで冬季閉

鎖となり、商用電源が利用できないため、太陽電池パネルと鉛蓄電池によ

り給電している。図 7に新設した観測点の外観、設置した傾斜計の使用を示

す。収集したデータはロガーを介して携帯電話回線網を用いたデータ伝送

システムを利用して、東北大学に伝送している。  

図 8に令和元年度に設置された御釜東観測点（ ZOKE）及び令和 3年度に設置

された御田ノ神観測点（ ZODA）において、これまでに観測された傾斜変化を

示す。同図左上の ZOKEの南北成分では北下がり方向のドリフトが非常に大き

いのに対し、東西成分は比較的落ち着いている。 2021年 9月初めに両成分で

見られる大きなトビは、現地作業時にゼロ調を行ったことによるものである。

青色のトレースは傾斜計内の温度変化であり，約 2℃の年周変化を示してい

る。同図右上の ZODAでは ZOKEほどの大きなドリフトは見られず、両成分とも

比較的安定している。データがところどころ抜けているのは、太陽電池パネ

ルへの着雪により給電が停止したことが原因であると考えられるため、来シ

図 8 本事業で新設した御釜東観測点（ZOKE，左上）及び御田ノ神観測点（ZODA，右上）

においてこれまでに観測された傾斜変化。表示期間は、ZOKE は 2019 年から 2022 年 3 月

まで、ZODA は 2021 年 11 月から 2022 年 3 月まで。右下の図は ZODA と同じ期間における

既存観測点 ZOKE の傾斜変化を示す。 
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ーズンには鉛蓄電池の容量を増やすなどの対策を講じる予定である。ZODA及

び ZOKE両 観 測 点 で 3月 半 ば に 見 ら れ る ト ビ は 、 3月 16日 の 福 島 県 沖 の 地 震

（ M7.3）によるものである。また、ZODAの傾斜計内の温度変化は設置してい

るデータロガーの仕様の都合で伝送できていない。これについても雪解けを

待って交換する予定である。  

図 9に 2022年 3月 18日〜 3月 31日までの期間の傾斜変化を示す． ZOKE（左）

では上述のように南北成分のドリフトが大きいものの、東西成分は比較的安

定しており、地球潮汐の信号が明瞭に記録されている。ZODA（右）でも南北

成分では、数日周期のノイズが重畳しているが、この成分でも潮汐変化とみ

られる周期的な傾斜変化が捉えられている。同図中央に示した気象庁坊平観

測点（ ZABD）は、設置深度が約 100 mと深いこともあって非常に安定して潮

汐成分が観測されている。その振幅は ZOKEや ZODAで観測されているものと同

様であり、本事業で設置した観測点でも nano-radianレベルの分解能が達成

できていると考えられる。  

 

iii) 機動地震観測による浅部熱水系構造の推定 

蔵王山では、 2012年頃から深さ 20～ 35 kmで発生する深部低周波地震が活

発化し、2013年以降にはやや深部（深さ約 6 km）を圧力源とする山体膨張や

浅部（深さ  2 km）における全磁力変化、火山性地震・長周期地震（卓越周

期約 10秒）の増加など、火山活動の活発化の兆しが見られた。これらの火山

深部から地表付近における一連の火山活動の推移は、Ikegaya and Yamamoto 

(2021) 1 0 )で示されているように、深部マグマだまりの下部から活動が開始し、

その後マグマや揮発性物質が次第に地表付近へと移動することによって浅

部熱水系の活動活発化が引き起こされたと理解することができる（図 10）。

図 9 御釜東観測点（ZOKE，左）、気象庁坊平観測点（ZABD，中央）及び御田ノ神観測点

（ZODA，右）で観測された最近の傾斜変化（2022 年 3 月 18 日〜3 月 31 日）。 
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これらの火山活動は 2019年頃から全般的に低下傾向となってきているが、蔵

王山の噴火ポテンシャル評価のためには、このような深部から浅部への物

質・エネルギー輸送を明らかにし、水蒸気噴火を引き起こす地下浅部の流体

系を解明することが重要であると考えられる。  

そこで本事業では、想定火口域直下の浅部熱水系の実態を解明し噴火ポテ

ンシャル評価に資する情報を得ることを目的に、既設の観測網が手薄な火山

性地震発生領域の南側及び西側に３点の機動地震観測点設置し、令和２年秋

から連続観測を開始した。設置した機動観測点では、商用電源や固定回線が

利用できないため、本事業で開発を行っている地震波動場連続解析システム

で試験を進めてきた携帯電話回線網を利用したデータ伝送システムを利用

し、太陽電池パネルと鉛蓄電池を用いて給電し観測を実施している。  

図 11に、機動観測点を含む観測網のデータを用いて得られた震源分布を示

す。蔵王山で発生する火山性地震は、P波・S波の初動が明瞭な A型  と初動が

不明瞭な BH型及び BL型に分類されるが、BH型と BL型の震源は主として火口湖

御釜の東側から南東側にかけての海抜下 1 kmから標高 0.6 kmの範囲に分布

する。また、これらの BH型・ BL型の震源領域とはやや離れた御釜東側約 1.5 

kmの海抜下約 1.5 kmの領域（噴気・地熱地帯直下）に A型地震の震源が分布

する。これらの A型地震については、従来の観測網では精度よく震源決定を

図 10 2012 年以降の蔵王山の火山活動とその概念図。(a) 深部低周波地震

の活動と浅部における火山性地震の活動推移 (Ikegaya and Yamamoto, 

2021)。(b) 蔵王山直下の地震学的構造（VP/VS 比; Okada et al., 201511）

に加筆）。(c) 蔵王山のマグマ供給系の概念図と 2012 年以降の火山現象と

その発生領域（Ban et al., 2016 12）に加筆）。 
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行うことが困難であったが、震源域直上付近に機動地震観測点を設置したこ

とにより、特に深さの震源決定精度が向上した。また、火口湖御釜を含む蔵

王山の想定火口域内においては、卓越周期約 10秒の長周期地震が 2013年以降

断続的に発生しているが、その記録も新設した機動地震観測点で得ることが

できた。モーメントテンソル解析により、これらの長周期地震の力源は、セ

ントロイドが御釜の北東端付近の海抜下約 0.4 kmにあり、走向が東北東－西

南西方向でやや傾斜した開口亀裂であることが推定されていることから、長

周期地震は蔵王山浅部における熱水系の振動によるものと解釈されている

1 3 )。また、長周期地震の高周波成分は数十秒以上の長い継続時間を呈し、浅

部熱水系における火山性流体の挙動を強く反映したものと考えられる。さら

に、この長周期地震の発生の前後に頻発する微小な BL型地震の震源は、上記

の開口亀裂東側上端の地表面近く極浅部に推定されており、この長周期地震

源が地下からの熱・流体の供給路となっていることが示唆される 1 4 )。この長

周期地震源のセントロイドの位置は 2013年以降明瞭な変化は見られていな

いが、御釜の西側に新設した機動観測点（広帯域地震計）の粒子軌跡では、

図 11 火山性地震の震源分布と機動地震観測点の配置。●と▲はそれぞれ

火口湖御釜と新噴気孔を表し、〇は 2018年 1月から 2021年 11月の期間に発

生した火山性地震の震源を表す。■と×はそれぞれ気象庁のボアホール型

地震計と地上設置型地震計。■と＋はそれぞれ東北大学のボアホール型地

震計と地上設置型地震計。＋が本事業で設置した３点の機動地震観測点。 
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この長周期地震の振動源がこれまでの推定結果同様に御釜の北東側に位置

することが確認できる（図 12）。つまり、長周期地震は、御釜の東側から南

側で発生する BH型及び BL型とは異なる領域で発生している。昨年度の報告に

おいても指摘したように、このような長周期地震源である開口亀裂と火山性

地震の発生領域の棲み分けは、阿蘇山や草津白根山など浅部熱水系の発達し

た他の火山でも見られており、今後比較研究を進めることが重要であると考

えられる。  

今年度は、これらの機動地震観測によるデータを用いた解析に加えて、機

械学習による地震種別分類手法を蔵王山で観測された火山性地震に適用し、

火山活動の推移に伴う地震活動の変化の精査も行った。この地震種別分類手

法は本事業の地震波動場連続解析システムの開発において昨年度検討を行

ったものであり、今年度は火山性地震活動総合解析システムと連携して蔵王

山及び三宅島における火山性地震への適用を進めた。この地震種別分類手法

で は 、 ３ 成 分 地 震 波 形 の ス ペ ク ト ロ グ ラ ム 画 像 と CNN (Convolutional 

Neural Network) を用いて地震の種別を確率付きで分類することができる。

ここでは、蔵王山で 2013年から 2017年に観測された BH型・BL型地震を対象と

して、種別毎の活動推移を検討した。その結果、図 13(a) に示したように BH

型と BL型の分類は、用いる観測点によらず概ね整合的に判定が行うことがで

き、2013年以降の火山性地震活動の活発化においては BL型の増加が顕著であ

ったことを再確認することができた（図 13(b)）。また、 2015年４月から５

月に火山性地震が頻発した時期においては、BL型である確率がやや低下する

傾向があることが明らかになった。このことは、同じ BL型の特徴を有するも

のであっても、この時期には波形の特徴が他の時期のものに比べやや異なる

地震が混在していたことを示す。本報告書の「 2)火山噴火切迫度評価に有用

図 12 機動地震観測点における長周期地震の波形と粒子軌跡の例： 2020 年 11 月 6

日 16 時台．（左）本事業で新設した機動地震観測点３点における上下動速度記録。

機動地震観測のうち２点は、電源容量の制約から冬季は短周期地震計で観測してい

るため、固有周期 30 秒相当に機器特性を補正して得た波形。（右）TU.ZON 観測点に

おける水平面内粒子軌跡。 
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な各種ツールの開発」「 c)火山性地震活動総合解析システムの開発」で後述

するように、三宅島で観測された BL型地震においても、時期によって波形の

周波数特性のわずかな変化が確認されており、火山性地震の特徴や活動推移

が火山体内部の状態変化を反映していることが示唆される。  

 以上のように、本事業の一環として蔵王山想定火口域近傍に設置した機動

地震観測点における観測によって、火山性地震の震源決定精度が向上し、浅

部熱水系や流体供給系の理解に資する結果が得られつつある。次年度以降も

機動地震観測を継続してデータの蓄積を進めるとともに、浅部熱水系の時間

変化の精査などを進める予定である。  

 

b) 有珠火山における機動観測 

有珠山は最新の噴火からすでに 22 年が経過している。20 世紀に起きた噴火の間隔

から推測すると、現在は次の噴火の準備期にある可能性が高い。このため、比較の基

準となる静穏期の状態を正確に把握しておくことが、次の噴火の前兆的異常を検出す

る上で重要である。噴火準備過程におけるマグマ蓄積を検出することを目指して GNSS

臨時多点観測を展開した。また、過去に何度も噴火地点となっている山頂火口原にお

いて、地震、電磁気、CO2 それぞれに関する機動観測を実施した。機動観測においては、

図 13 機械学習 (CNN) を用いた蔵王山の火山性地震の種別分類及び各種別の活動

推移。(a) 気象庁 V.ZABD 観測点、東北大学 TU.ZAS 観測点それぞれにおいて BL 型で

ある確率を求めた結果。(b)2013 年から 2017 年までに発生した各種別の火山性地震

の累積発生回数。(c)BL 型と分類された各地震についての BL 型である確率。 

 



181 

 

北海道大学で雇用したリサーチアシスタント２名のほか、技術職員と研究生も業務の

補助に従事した。 

 

i) GNSS 臨時多点観測の展開 

噴火の直前に顕著な地震活動と地盤変動が起こることが有珠山の特徴のひとつで

ある。噴火地点を予測する上で地盤変動観測は強力なツールのひとつであるが、噴火

直前に出口を求めて迷走するマグマの動きを正しく捉えるためには、多数点での観

測が不可欠である。本事業では、16 地点で観測ピラーを新設し、2021 年夏に各地点

2 週間の臨時測量を行った（図 14、図 15）。得られたデータを用いて測位計算を行

い、水平・鉛直方向、共に精度よく決定できていることを確認した（図 15）。今年度

は現地収録方式で観測したが、次年度以降に連続観測テレメータ化することを目指

している。そのための通信テストも今年度実施した。GNSS 受信機は１セット 10 万円

程度の廉価な組み込みユニットを用いて構築した。電源はバッテリーと太陽電池で

まかなっている。アンテナを固定するためのピラーの設置は外注した。 

 

図 14 GNSS 観測点の分布。本事業で新設した地点を黄色の丸で示した。 
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ii) 小規模アレイ地震観測 

1977 年噴火のような山頂噴火の場合には、VEI3 以上のプリニー式噴火となること

が想定される。連続的な噴火に伴う連続微動の解析には、山体近傍でのアレイ観測が

有効であるため、試験的な観測によりアレイ観測の場所や大きさ、地震波の検出能力

などを確認しておくことが重要である。そこで、山頂火口原内の北西部と山体南西側

中腹の２カ所に、2021 年９月中旬から 10 月上旬にかけて地震計アレイを設置し、火

口原内浅部で発生する火山性地震を対象とした観測を実施した（図 16）。地震計（L-

22D 上下動）とデータロガー（近計システム EDR-X-1000）は地震研究所より借用し

た。11 月中旬に観測網を撤去してデータを回収した。その後、常時観測網の地震記

録との対比が可能なイベントを抽出した。来年度はさらにデータ解析を進める。 

 

iii) AMT/MT 比抵抗探査 

令和３年 10 月〜11 月にかけて山頂火口原内外の 18 地点で AMT（一部は広帯域 MT）

探査を実施した（図 17）。北海道大学と東京工業大学が所有する MTU-5A システム

（Phoenix Geophysics 社製）を観測に用いた。今年度取得したデータのみで予察的

な３次元インバージョン解析を行い比抵抗構造を求めた（図 18）。インバージョン

コードには ModEM15)を用い、地形の起伏を組み込んだ。表層の 200 m 程度は溶岩層に

対応して概ね高比抵抗を示した。しかし、銀沼火口や I 火口など噴気が出ている場所

では局所的に低比抵抗が見られた。これとは別に、火口西部の標高 700m 付近（深さ

約 500m）には顕著な低比抵抗異常 C1 が広がっている。現状では火口原南東部が測定

できていないため断定できないが、この低比抵抗域は火口原の西部に局在している

 

図 16 臨時地震観測点の分布。火口原北西部および山体南西斜面に小規模アレ

イを展開した。 

   

図 15 （左）新規展開中の GNSS 観測点の外観（アルトリ岬）。（右）臨時観測の

測位結果。 
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可能性がある。一方、有珠新山（US）の地下は相対的に概ね高比抵抗で、先行研究 16)

で指摘されているように、1977-82 年噴火で貫入し有珠新山を隆起させた冷却中のマ

グマに対応している可能性がある。地磁気全磁力の継続的な冷却帯磁傾向や、同じく

長期に亘る地盤沈降など、今後地下構造と比較検討すべき材料は多い。 

 

 

図 17 MT 観測点の分布。赤色の×と三角印が今年度測定した地点。右のグラフ

は地点 D20 と地点 B30 における見かけ比抵抗と位相のデータを示す。 

 

 

 

図 18 今年度取得したデータによる予察的な３次元比抵抗インバージョン解析

の結果。KU：小有珠、US：有珠新山、OU：大有珠、G：銀沼火口、I：Ｉ火口。 
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iv) 地磁気全磁力観測 

有珠山の冷却過程を調べるため、山頂火口原で地磁気全磁力の繰り返し観測を実

施した。2007 年以降の長期変化を見るため、北海道大学がこれまで行ってきた繰り

返し観測のデータと合わせて解析を行った。測定は 2021 年 10 月に有珠山で行われ

た人材育成コンソーシアム野外実習項目のひとつとして、課題 B の実施担当者の監

督下で受講生が行った。データを解析した結果、銀沼火口付近の地下浅部を中心とし

た冷却帯磁が長期間継続していることが明らかとなった（図 19）。一様帯磁球のモ

デルから求めたソースは銀沼火口やや西側の深さ約 500m の位置に求められた。1977-

82 年噴火で貫入したマグマの長期的な冷却過程を反映したものと考えられる。なお、

最近数年間で変化傾向の急変は認められないことから、現時点で噴火が切迫してい

ることを示唆するような異変はないと判断している。解析結果は論文にまとめて

Journal of Disaster Research 誌に投稿した（現時点で査読中）。2021 年までの観

測データは JVDN システムに登録して公開した 17)。 

 

v) 土壌拡散 CO2 フラックス観測 

 CO2 はマグマ起源の揮発性成分のひとつであり、山体の表面から滲出するマグマ由

 

図 19 （左）有珠山の山頂火口原で観測された全磁力変化（2007 年から 2021

年）。（右上）各磁気点における年変化率（時系列グラフを直線近似したときの

傾き）の観測値（色付棒グラフ）とモデル計算値（白抜棒グラフ）。水色の円は

1A/m 一様帯磁球モデルの最適解を表す。白丸は微小地震の震源 18)、破線円は継

続的な収縮性地盤変動のソース 19)を表す。（右下）上図の A-B に沿った断面。Gn

は銀沼火口。 
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来の CO2 ガスはマグマからの脱ガスをいち早く反映すると考えられている。有珠山で

は、2000 年の噴火の約半年前に放出率が顕著に増大したという報告 20)があることか

ら、有感地震の群発よりも長いリードタイムで、次の噴火の切迫性を検知する有力な

観測手法のひとつと目されている.今年度は、本事業で従前に整備した West Systems

社製のフラックス計を用いて、火口原内の放出率分布を 2021 年５月と 10 月に測定し

た。これで昨年度（2020 年 10 月）の測定も含め３回の放出率マップが得られた（図

20）。2021 年 3 月の群発地震の前後を比較したが、放出率の分布に顕著な違いは見

られなかった。その後の 2021 年 10 月の測定でも、明らかな放出率の増大は認められ

ていない。今年度 10 月期の観測では、サブテーマ３と連携して CO2 フラックス測定

地点の一部でガス試料も採取した。サブテーマ３では炭素同位体比とヘリウム同位体

比が測定され、その結果の解析が現在進められているが、銀沼火口やＩ火口で採取し

たガスの同位体比は、2000 年の噴火当時と大きく違わないことが報告されている。

なお、2021 年３月の群発地震のように、噴火の切迫が疑われる事象の発生は今後も

想定される。事態の進展によっては山頂域への立ち入りが制限されることもないとは

言えない。そのような場合でも山麓部で応急的な観測を行って活動評価に資すること

ができるよう、アクセスが容易な明治新山周辺域の林道沿いに測線を設けることにし

た。2021 年５月に１回目の放出率測定を行い、静穏時の状態を把握した。 

 

 

図 20 山頂火口原内の土壌拡散 CO2 放出率の推移。左上の地図上の赤枠内が測

定範囲を表す。黄色の丸は測定地点。空間補間はクリギング法による。 
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c) 伊豆大島火山における機動観測準備 

伊豆大島では、これまで人工地震による地震波速度構造や MT、AMT 法による地下比

抵抗構造がそれぞれ別々に推定されてきた。令和 4 年度から実施予定の機動観測では

地震波速度構造と地下比抵抗構造を比較し、それらの対比から火山内部状態の把握す

る方法の開発を目指している。地下比抵抗構造については、伊豆大島と同様の広域応

力場の環境にある三宅島との比較を進めることが重要であることから、今年度は、平

成 30 年～令和元年度に機動観測を実施した三宅島の比抵抗データの再解析を実施し、

令和 2 年度に実施した自然電位観測データと合わせて解析することにより、三宅島の

浅部熱水系の詳細な構造を得た。過去の伊豆大島の MT、AMT データについては、令和

4 年度以降に再解析を実施し、三宅島の解析結果との比較を行う予定である。今年度

実施した三宅島電磁気データ再解析のために博士研究員を雇用した。また、各種デー

タの整理のため、リサーチアシスタントを雇用した。 

伊豆大島カルデラ内浅部構造を把握することを目的として令和４年度に実施する

ことが予定されている AMT・MT 法観測計画実施に関わる準備作業としては、観測予定

点の選定と、借地や自然公園法の許認可の準備を行った。観測点の選定にあたり、伊

豆大島の構造に関する以下の知見を考慮した。 

伊豆大島では、前回 1986 年 11 月に開始した一連の噴火活動は 1990 年 11 月の水蒸

気噴火を最後に活動が低下したが、1990 年代半ばから徐々に山体の再膨張が始まり、

現在では長期的には山体の膨張傾向が続いていることに加えて、１～３年周期の山体

の膨張と収縮が繰り返し起きている。その圧力源の位置は、地殻変動観測により伊豆

大島カルデラ内北部の深さ約 5 ㎞と推定されている（森田・2009 年伊豆大島構造探査

実験グループ、 202121)）。また、カルデラ内の稠密空中磁気探査からカルデラ下 1 km

深程度に高磁化の領域が北西－南東方向に伸びるように存在し、過去に貫入したマグ

マが未噴出のまま固結し再帯磁したものと示唆される（図 21、 Koyama et al.、 

図 21 稠密空中磁気測量で推定された深さ 1200ｍまでの磁化

強度分布(Koyama et al., 202222))。 



187 

 

202222)）。1986 年の割れ目噴火はこのような固結マグマが中央火口噴火に伴うマグマ・

熱供給により融解・噴出したと考えられている。また、伊豆大島のような火山島では

地下に海水が浸水し、その上に天水による淡水層（淡水レンズ）が存在することが知

られており、伊豆大島でも飲料水等のために取水されている。このような地下水の存

在は（マグマ）水蒸気噴火を引き起こし、島の周囲に位置する居住地域にも火山灰を

もたらすリスクとなりうる。このような膨張圧力源や固結マグマ・地下水の分布およ

びその周辺の構造・状態を把握することは、次期噴火活動の準備過程の理解および活

動推移予測をする上で重要である。  

このカルデラ内、特に北側の領域を、探査深度は地表から海水準程度をカバーする

稠密 AMT 法と探査深度 5-10 km 程度を見込む MT 法探査を実施するために必要となる

現地予察を令和 4 年 3 月に実施した。図 22 に予定される観測点の配置を示す。赤印

20 点が AMT 法観測予定点、黄印 3 点が MT 法観測予定点を示す。黒は既往の AMT・MT 観

測点である。AMT 法・MT 法ともに、各観測点につき、磁場計測のための 50－70cm 長・

φ10cm 程度のインダクションコイル 3 本をそれぞれ南北方向・東西方向・鉛直方向に

埋設し、また、電場（電位差）を計測するために 15cm 長・φ10cm 程度の電極を東・

西・南・北・中心の 5 か所に埋設設置する必要がある。地表に溶岩が露出している箇

所では、機器埋設作業が苦慮され、また、接地抵抗が極めて高くなり有効な電場計測

が困難となることが予想されることから、できるだけ避けるように配置した。水平方

向の解像については、探査深度を考慮し、AMT 法は観測点間隔をおよそ 300－400ｍと

し、MT 法はおよそ 1－2km 間隔とした。 

図 22 伊豆大島カルデラ内 AMT・MT 法探査観測点予定配置図。●が AMT 法観測予定

点（20 か所）、●が MT 法観測予定点（3 か所）。●は既往の観測点。 
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観測作業に関わる許認可申請をおこなうために、環境省関東地方環境事務所伊豆諸

島管理官に本計画の説明を行い、また、許認可申請（「特別保護地区内工作物の新築許

可申請」）に際しての注意説明を受けた。 

令和４年度は、早期に借地（地権者：大島町）とあわせて許認可申請をおこなう。

必要な許認可が下り次第、当観測を完遂する予定である。なお、AMT 法は各観測点につ

き 1 昼夜、MT 法は各観測点につき 1 ヶ月程度の観測を見込んでいる。 

 

d) 草津白根火山における機動観測 

平成 30 年 1 月の本白根山噴火 23)を受けて、平成 30 年度に本事業の予定を前倒しし

て本白根山周辺 4 か所に設置した地震機動観測点については、令和 3 年度も観測を継

続した。また、深部圧力源 24)の存在が推定されている長野県側の 2 か所に設置したテ

レメータ式地震観測点、および 2 か所の現地収録式観測点についても運用を継続した。

これらの機動観測点 8 か所に加えて、東京工業大学の従来からの定常点 6 か所、およ

び他機関のデータを統合処理する仕組みを構築した。この結果、草津白根山の周辺 10 

km 程度までの広域にわたり、定常的な震源決定作業が可能となった。 

 

図 23 草津白根山・湯釜火口湖周辺の震源分布。黒曲線は主要な車道を表す。P 波

が 4 観測点かつ S 波が 2 観測点以上で読めたイベントのうち M>1 以上のみ表示。

2021 年は未処理区間がある。東工大 6 点のほか、気象庁 2 点も使用している。  
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まず、草津白根山・湯釜火口湖周辺における地震活動についてまとめる。本領域の

地震活動は消長しつつ令和 3 年度も継続した。震源分布は、従来どおり白根山周辺の

海抜 500～1000 m に集中し、これは先行研究により明らかにされている浅部低比抵抗

層の下部 1)に対応する（図 23）。震源には 2 つのクラスター（図中 A と B）が認識でき、

A は 2014 年以降、B は 2018 年以降に活動が始まったものに対応する。震源の深さは、

2014 年以降に観測されている湯釜直下の緩やかな膨張の圧力源深度 23)に一致する。令

和 3 年度を通じて、地震発生状況に変化は認められない。また、海抜 500 m よりも深

部に求まる地震が存在しないことが改めて示された（図 23 の黒破線）。すなわち、こ

の深度で 400 ºC 以上の高温に達しているものと考えられる。 

 

次に、より広域の地震活動について述べる。湯釜から南へ 1 km の逢の峰火砕丘・

本白根山 2018 年火口周辺では散発的な地震活動が認められてきた 25)が、令和 3 年度

は低調であった（図 24a）。本白根山のそれ以外の領域の地震活動は従来と変わらず不

活発である。一方で、湯釜から東へ 3 km 離れた東山麓では、海抜下 2 km 付近のやや

深い場所で地震活動が認められることが分かった（図 24a の破線円）。 

草津白根山の北方では、志賀火山へと至る帯状の地震活動が約 5 km にわたり認めら

れた（図 24b の破線円）。本領域には、草津白根山の活動に関係すると思われる深部膨

張圧力源 24)が推定されている。帯状の震源分布は志賀山まで伸びており、同地域では

 

図 24  (a) 草津白根山周辺、および (b) 草津白根北方領域の震源分布。青、赤、

および黄色は、それぞれ令和元年、2 年、および 3 年に発生した地震に対応する。

黒四角は地震観測点の位置である。黒曲線は主要な車道を表す。本図では、P 波 4

点かつ S 波 2 点以上で読めたイベントのうち M>1 以上のみを表示。2021 年は未処

理区間がある。震源決定には東工大 14 点のほか、他機関の観測点も使用している。 
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新しい水蒸気爆発堆積物が見つかっていることからも、今回見いだされた地震活動は、

志賀火山と草津白根火山の関係を考えるうえで重要である。 

平成 30 年以降、草津白根山西方 10～20 km の領域で認められた活発な地震活動は、

衰退しつつ令和３年度も継続した。同地域の地震活動は複数のクラスターで構成され、

それらが南西から北東方向へ線状配列し、その配列方向は、同地域に存在する活断層

の走向に一致する。その最北端部分を構成するのが地獄谷温泉の地震活動であり、特

に令和 2 年は活発な活動が観測された（図 24b）。この線状配列する地震活動の消長が

深部圧力源の膨張に同期しているように見えることから、同領域の地震活動が深部か

らのマグマ上昇に誘発されている可能性がある。 

 

令和 2 年度までに本事業で取得した 51 観測点の広帯域 MT 法データに加え、2015−

2016 年にかけて本白根山周辺で取得した 22 観測点のデータ 26)を用いた合計 73 観測

点の MT 応答関数を用いて、草津白根火山全体の 3 次元比抵抗構造モデルを推定した。

インバージョンの手法や手順は昨年度の報告書に記載した内容と同様である。図 25 に

最終的に得られた草津白根山の比抵抗構造モデルを示す。このモデルでは、顕著な低

比抵抗領域が 3 ヶ所に認められた（C1、 C2a、 C2b）。C1 は厚さ 2 km 程度の低比抵抗

層であり、山頂部から草津白根山の南側～東側にかけての山体浅部に広く分布してい

る。この浅部の低比抵抗層は、以前から見つかっているスメクタイトに富む層 26, 27)で

あると考えられる。このモデルの最も大きな特徴は、山頂域の標高 0.5 km（地表から

の深さ 1.5 km）付近からやや北西の、少なくとも海抜下 10 km（深さ 12 km）付近ま

で伸びる鉛直状の低比抵抗領域（C2a および C2b）が存在することである。この領域の

上部（C2a：海抜下 4 km 以浅）は、極端な低比抵抗（<1 Ωm）を示すことから火山性

 

図 25 草津白根火山周辺の最終 3 次元比抵抗構造モデル。(a) 草津白根山山頂域

を通る南北断面図。 (b) 海抜下 0 m、 2000 m、 4000 m、 7500 m における水平

断面図。それぞれの断面の位置は各図の白線で表されている。 
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の高濃度塩水の存在領域、下部（C2b：海抜下 4 km 以深）は、中程度の低比抵抗（10

−20 Ωm）を示すことから部分的に溶融した岩石を含む高温領域と解釈した。 

C2a の比抵抗値を再現するために、NaCl 換算でどのくらいの塩分濃度が必要か見積

もった。図 26a には、300 °C におけるいくつかのバルク比抵抗値について、間隙流

体中の塩水の体積分率に対する NaCl 濃度を示す。母岩の空隙率を 0.1 と仮定した場

合、1 m の比抵抗値を再現するためには、約 2 wt%の濃度の NaCl 水が必要であるこ

とがわかった。次に、C2b について、C2b 領域が約 5000 年前に噴出した殺生溶岩と同

じ組成を持つ岩石の部分溶融領域であるとの仮定の下、どのくらいのメルトが存在し

うるのかを見積もった。岩石学的研究から殺生溶岩の形成温度がマグネシウム含有量

により 911 °C または 1076 °C と見積もられている 32)ことから、これらの温度にお

けるバルクの比抵抗値を計算した 28,32)。その結果、メルト中の水の含有量を 3−5 wt%

としたときに、観測された 10−20 Ωm の比抵抗値を再現するためには、体積分率にし

て 5−35 %のメルトが必要であることが示唆された（図 26b）。 

 

 

図 26 (a) 300 °C におけるいくつかのバルク比抵抗値について、間隙流体中の

塩水体積分率の関数としての NaCl 濃度。バルク比抵抗は、岩石の比抵抗を 100 Ω

m、空隙は NaCl 水で満たされていると仮定し、Hashin and Shtrikman (1962)の上

限モデル 28)を使用して計算している。NaCl 水の比抵抗値は、文献値 29,30)を使用し

ている。(b) 911 °C および 1076 °C におけるメルトの体積分率に対するバルク

比抵抗値。バルク比抵抗は、岩石の比抵抗を 100 Ωm、空隙はメルトで満たされて

いると仮定し、Hashin and Shtrikman (1962)の上限モデル 28)を使用して計算して

いる。また、ケイ酸塩メルトの比抵抗値は、SIGMELTS 31)を用いて計算している。

黒線はメルト中の水の含有量が 4 wt%の場合で、赤色の帯は 3−5 wt%の場合に計算

される比抵抗値の範囲。 
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以上のことに加え、震源分布や地殻変動源を考慮することで、草津白根山のマグマ

熱水系を図 27 のように解釈した。火山性地震の発生領域は、高塩濃度流体領域（C2a）

の上部から火口湖付近までほぼ鉛直状に分布していることから、震源域は火山性流体

の上昇域と考えられる。一方、C2a より下では地震はほとんど発生していないこと、ま

た、先行研究の熱水系モデル 25,33)との比較により、C2a の上面は脆性―塑性境界に相

当し、流体の上昇を妨げるシーリングゾーンが形成されていると考えられる。このシ

ーリングゾーンの存在により、山頂部への流体の上昇を制御していることが予想され

る。また、部分溶融領域と解釈した C2b の上部かつ C2a の直下（海抜下 4.8 km 付近）

には、測地学的研究により火山活動が活発化した際の膨張源が推定されている 24)こと

から、部分溶融領域の内部には活動的な脱ガスマグマが含まれていると解釈した。こ

れらの成果をとりまとめ、Journal of Volcanology and Geothermal Research 誌に投

稿し、現在改訂作業を進めている。 

 

  

 

図 27  3 次元比抵抗構造モデルの南北断面に基づき推定された草津白根山のマグ

マ熱水系。赤色の星印は 2014 年の活動期に観測された膨張源 24)。灰色の点は火山

性地震の震源。シーリングゾーンより上の赤と青の矢印は、それぞれ高温および低

温流体の流れを示す。 
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e) 霧島火山における機動観測 

i) 霧島火山における噴火発生場の構造・物性モデルの作成 

火山噴火切迫度評価に向けたモデルの高度化のために、霧島火山の特に硫黄山周

辺において地震（アレイ地震計・広帯域地震計）・空振、地殻変動（水準測量・傾斜

変動・GNSS 測量・航空地形測量）、電磁気（広帯域 MT）などの諸観測を継続実施し、

噴火発生場の構造・物性モデルおよび熱水噴出現象との関連について考察した。 

霧島硫黄山の 2018 年小規模水蒸気噴火後に数多く観測されたパルス状空振シグ

ナルを解析し、その発生メカニズムについて考察した。観測されたパルス状空振は噴

火の経過とともに高周波から低周波な波形へと遷移していることが分かった。（図

28a）。これらの解析結果と気象庁監視カメラ映像との比較に基づき、空振シグナルと

噴火表面現象の時間変化は、泥懸濁液の含水率増加による粘性・降伏応力の低下によ

り気泡の破裂様式が遷移したことが原因である、というアイデアを提案した（図 28b）

（Muramatsu et al.、 202234））。また、水蒸気噴火の先行相は気泡破裂直前の泥表面

の隆起（変形）で説明できるとした。噴火発生場最上部の降伏応力の変化がパルス状

の空振波形の変化から推測できることを示した。 

 

図 28 硫黄山 2018 年水蒸気噴火に伴うパルス状空振とそのメカニズム。(a) パル

ス状空振の時間変化。(b) 空振シグナルと表面現象の遷移を説明する概念モデル。 
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図 29 爆発的噴火で観測された波形例。左：観測点①（2018 年 3 月 9 日 1 時 54 分）。

右：観測点②（2018 年 3 月 10 日 18 時 11 分）。空振波（緑色）の到来によって電場が

変動（赤色）している、すなわち電流が流れていることが分かる。同時に地面も上下

に振動している（青色）。 

図 30 MT 観測点で記録された電場変動（電流）の方向性（赤線）。期間中に観測され

たイベントの平均値をプロットした。黄色い実線矢印は、空振到来時に最初の電場変

動が生じる方向で、水平 2 成分（点線矢印）を合成して示している。どの成分も観測

点から火口に向かう方向の電場変動が最初に生じていることが分かる。 
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2018 年の新燃岳噴火時の爆発的噴火時の波形を解析した結果、爆発による空振到

来によって電場変動が生じる(地中に電流が流れる)ことを発見した(図 29,30)。観測

点に空振が到来すると、鉛直方向の地盤変動と水平方向の地下水流動が誘発される。

この際、多孔質媒質中を地下水が流れる際に生じる界面での相対的なすべり運動に

よって電位差が生じ、空振による電場変動が観測されていることが示唆された 

(Aniya et al., 202235))。空振と電場の関係は、観測点下の地下水の状態（水深や地

下水量等）に支配されていると考えられるため、空振と電場の並行観測が観測点近傍

の地下水―熱水系のモニタリングに有効である可能性を示した。 

2021 年 4 月に硫黄山西火口で確認された間欠的熱水噴出現象（周期 17～70 時間）

についてタイムラプスカメラ、温度、電位差、地震、傾斜、空振の集中観測を行った 

(図 31)。間欠的熱水噴出現象の 1 サイクルは次のようなものであった。①噴気孔 Fs

から熱水が湧出し, 湯溜まりを形成し噴気孔は水没する。②次第に Fs 孔からの噴湯

が目立つようになる。③熱水噴出から 17～70 時間後には噴湯が停止して水位が急速

に低下して湯溜まりが干上がるが、 その 20～30 分後には再び熱水が噴出する。以上

のサイクルに対応する温度および電位差の時間変化がみられた (図 32)。噴気孔の温

図 31 硫黄山西火口周辺に展開した観測点配置図。赤丸は噴気孔の位置を示す。自

然電位観測点 (2ch) の矢印は図 30 に示す火口方向および直交方向の電位差の正の

向きを示す。 
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度データは熱水噴出と共に上昇する。熱水噴出直後は 80-90 ℃と比較的低温を示す

が、熱水噴出から 7～14 分後には西火口の標高 (1233 m) での沸点である 96 ℃ 付

近の温度を保つようになる。その後 96 ℃付近の温度を保つが、熱水噴出の数 10 分

前の噴気停止の際には 96 ℃ から 70～80 ℃ まで急激に温度が低下する。地電位デ

ータは熱水噴出のおよそ 2 時間前に変動を開始する。ただし、地電位変動は生じるも

のの地表では熱水の噴出は認められず、一時的に微小な温度低下を生じさせている

サイクルも確認された。地電位変動は流動電位によると考えられ、熱水噴出のおよそ

2 時間前に噴気孔下部に周辺から冷水が流入すると考えられる。これにより熱水の沸

騰が弱められるが、さらに冷水の流入量が多くなると熱水から供給される大量の火

山性ガスの成分を含む気泡が流入した冷水を押し上げて熱水噴出に至ると解釈した。 

広帯域 MT 観測によって 3 次元比抵抗構造を推定した。新燃岳や御鉢周辺、さらに

は山麓部で新たな広帯域 MT 観測データを取得することで既存の比抵抗構造に対して

分解能の向上を試みた。予察的な解析では硫黄山、新燃岳、御鉢といった活動的火山

の火口や地熱地帯は、海抜下 3 ㎞の低比抵抗体の中心直上には位置せず、多くは低比

抵抗体の端部、もしくは周辺部に位置していることが推定された (図 33)。九重火山

における稠密広帯域 MT 観測でも同様の結果がえられている(Aizawa et al., 202236))。

これは低比抵抗体が全体として流体の通路として機能するのではなく、その端部が

中心部より高浸透率な流体の通路として機能している可能性を示唆する。 

 

図 32 （上）地電位と温度の全観測期間のデータ。赤と青はそれぞれ図 31 の Fn と

Fs における温度データ。灰色と黒はそれぞれ地電位の Radial と Tangential 成分を

表す。正の変化は図 31 の矢印方向の電位が増加することを示す。下段に A 枠の時間

帯 (2021/4/21 4:00～10:00) 、および B 枠の時間帯 (2021/4/22 13:30～17:30)の

拡大図を示す。 
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図 33 海抜下 3 km における比抵抗構造と火口および地表の地熱地帯との関

係。赤丸は地熱地帯、△は火口位置(硫黄山、新燃、お鉢)をそれぞれ示す。黒

丸は解析に使用した広帯域 MT 観測点および電位差観測点。 

 

図 34 InSAR 解析から求められた上下方向の変位量と対応する水準測量地点の変位

量の比較．観測点 (3033, 3050, 3060)は図 35 に対応。 
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水準測量・GNSS 測量・ InSAR の統合解析により霧島硫黄山の圧力源を推定した。

一般的に植生が多い日本においては，InSAR 解析には L バンドの SAR 衛星データを使

うことが多いが、波長が長い分精度が良くなかった。しかし霧島硫黄山の火口周辺は

植生がほとんどないことから、短波長の C バンドでも十分に干渉可能であり、精度の

高い地殻変動を推定することができる。また硫黄山周辺は標高が高いため、水蒸気量

の推定誤差も小さく、季節変動が小さいという利点もある。Sentinel1(C バンド）衛

星の干渉画像から求められる視線方向の地殻変動を、2 つの軌道分を組み合わせるこ

とで、上下方向と東西方向の変動量に分離することが可能であり、このうち上下方向

の変動量と水準測量から得られた上下地殻変動量を比較したところ、InSAR 解析でも

十分な精度の上下方向地殻変動を面的に得ることが可能であることがわかった。図

34 に InSAR 解析から求められた上下方向の変位量と対応する水準測量地点の変位量

の比較を示す。BM3060 点と BM3033 点は非常に良い対応を示している。M3050 点は

InSAR 解析のほうの変動量が少なめに求められている。これは水準測量では特定のポ

イントの変動量を求めるのに対し、InSAR 解析では約 90 m×90 m の範囲の平均的な

地殻変動量を推定するためと考えられ、局所的に変動量が大きい地域では両者に差

が出ている。 

図 35 に 2018 年 10 月から 2020 年 10 月の水準測量、InSAR、GNSS 変動量と、これ

らの統合解析から求められた圧力源の位置を示す。GNSS 変動量との結果は差が大き

いが、水準測量と InSAR の結果は推定モデルの妥当性を示している。同様の解析を

2015 年 6 月から 2021 年 10 月の期間で行ったところ、2018 年噴火以降、深さ約 700 

図 35 2018 年 10 月から 2020 年 10 月の水準測量，InSAR, GNSS 変動量と，これら

の統合解析から求められた圧力源．深さ 700m の圧力源は 5.0×104 m3 の膨張、深さ

200 m の圧力源は 2.0 ×103ｍ3 の収縮と推定された． 
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m の圧力源が膨張し続け（図 36)、徐々に西側に移動し(図 37）、火口直下の浅部圧力

源（深さ約 200 ｍ）は収縮していることが分かった。加えて硫黄山西火口の位置、

深さ 50 m 付近にも収縮源が推定された。 

 

ii) 霧島火山における GNSS 機動観測の実施 

今年度も、引き続き霧島火山のえびの高原付近および霧島火山周辺を含む広域で

GNSS 連続観測を実施した。霧島火山周辺の国土地理院 GEONET、気象庁、防災科学技

術研究所 VNET の GNSS データとともに解析を進め、霧島山のマグマ蓄積状況につい

て調査し、気象庁火山噴火予知連絡会に情報を提供した。コロナ禍により県外への出

張等を取りやめる時期が長期間にわたりテレメタ機器のメンテナンスが困難であっ

たものの、継続的に取得されたデータにより、2022 年１月ごろから新燃岳をまたぐ

基線において伸長を観測している。KKCD-950486（国土地理院牧園）基線（基線長

19.4km）においては４カ月で約 5 ㎜伸長した。 

 

iii) 霧島火山における地球物理観測の解釈を支援する地質情報の取得 

図 36 深さ約 700ｍ付近に推定された圧力源の体積変化 

 

図 37  硫黄山の地下にある圧力源の模式図 
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霧島火山の小噴火も含めた過去の火山活動を正確に評価するため、VEI-3 噴火で

ある新燃岳 2011 年噴火による噴出物の地質記録への残り方に関する検討を継続して

実施している。 

 

f) 箱根火山における機動観測 

i) 箱根の深部構造に関する研究 

火山の深部構造を対象としたレシーバ関数（RF）解析は、インバージョンの実施に

向けてさまざまな予備解析を進めてきた。これまで広域のデータを用いた結果から、

火山直下の 43 km 付近に不連続面を検出し、これがモホ面であることが明らかにな

っている。しかし、機動観測のデータから得られた詳細な地震波速度構造モデルおよ

び浅部の地盤モデルを用いてレシーバ関数を計算し観測波形と比較すると、これら

の既知のモデルだけでは説明できないピークが存在することが明らかとなった。図

38 の上段に理論 RF の計算に用いた構造、下段に理論波形と観測波形（黒）を示す。

Matsubara et al（2019）37)の広域な構造（深部）と J-SHIS（浅部）、Yukutake et al 

(2021)38)に基づいて作成したローカルな 1 次元構造を方位ごとに色を変えて示して

いる。理論波形の色は、用いた構造の色と合わせてある。観測波形との比較から、３

～４秒付近に理論波形では再現できないピークが見える（例えば、KZY,MOT,VHNNN）。

深さ 43 km 付近のモホ面によるピークは 5 秒くらいに現れるので、これらはモホ面

よりも浅い場所に低速度の異常が存在することを示唆している。 

KZY MOT VHNNN 

図 38  上段は理論 RF の計算用いた構造、下段は観測 RF（黒）と理論 RF の比

較。黒以外の色で示した構造は Matsubara et al. (2019)37)の広域な構造（深

部）と J-SHIS（浅部）、Yukutake et al. (2021)38)から作成した入射方位ごとの

ローカルな 1 次元構造。 
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次に、観測される RF の方位依存性を整理した。図 39 に RF のトランスバース成分

について、入射方位と初動振幅の関係を示している。本来 RF はトランスバース成分

を持たないが、伝搬経路に傾斜した不連続面などが存在すると、トランスバース成分

にもピークが現れる。傾斜方向に対して直行する方向から入射した場合に、トランス

バース成分の初動振幅がもっとも大きく現れ、上側に低速度の不連続面が入射方向

に対して左に傾斜している場合には RF の負のピークとして、右に傾斜している場合

には正のピークとして表現される（振幅は入射方向と傾斜の角度で変わる）。したが

って、一枚の傾斜した面があると、トランスバース成分の初動振幅の方位依存性はサ

インカーブで表現できる。図のデータ（青〇）の分布から、傾斜した不連続面の存在

が示唆される。そこで、トランスバース成分の初動振幅をサインカーブでフィッティ

ングし、傾斜方向（Φ）を推定した。もし北向きに傾斜した面が存在すると、入射方

位が 0 度と 180 度で振幅が０になるサインカーブで表現できる。フィットした結果

が図の赤線である。ほとんどの観測点で、推定されたΦ（傾斜方向）は 200～290 度

であることから南西から西南西の傾斜面が広域に存在することが示唆され、松原ら

の広域の速度構造なども考慮すると、おそらく最上部マントルの低速度層の影響と

考えられる。 

このようなマントルの不均質による影響が無視できないデータを使って解析を実

施すると、地殻内の不均質に原因を押し付けることになるため、正しい構造が推定で

きない可能性がある。そのため、このような方位依存性を補正したうえでインバージ

ョン解析を実施する必要がある。令和 4 度はより詳細な調査を実施し、このような方

位依存性の補正を試みる。 

 

ii) 箱根の浅部における亀裂系に関する研究 

深さ数キロ程度までの浅部における亀裂系の特徴を抽出するため、機動観測で得

られたデータを用いて S 波スプリッティング解析を行った。 

S 波の速度が周囲より遅い媒質を含む亀裂が配向した異方性媒質中を進む S 波は、

直交した振動方向を持ち速度の異なる 2 つの S 波に分離する。このうち速い S 波の

振動方向（LSPD）は、亀裂の走向に平行になることが期待される。2 つの S 波の間の

KZY MOT VHNNN 

図 39 RF のトランスバース成分の初動振幅の方位依存性。赤線はサインカーブによ

るフィッティングの結果。 
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遅延時間(dt)は、伝播長および亀裂密度に比例する(e.g., Hudson, 1981)39)。遅延時

間は異方性媒質に対して重要な情報を持つが、本報告では LSPD にのみ着目する。 

解析に使用したデータの観測期間は 2016 年 7 月から 2017 年 9 月である。解

析には、深さ 20km 以浅、マグニチュード 0.0 以上、観測点への入射角が 40 度以下の

地震の速度波形の水平成分に、2～8Hz のバンドパスフィルタをかけたものを使用し

た。スプリッティングパラメータ（LSPD,dt）の検出には相互相関法（e.g., Shih and 

Meyer, 1990）40)を使用した。対象時間窓は S 波到達時間を含む 0.5 秒間である。得

られたスプリッティングパラメータの誤差は t 検定を用いて推定し、95%信頼区間が

dt で 0.05 秒、LSPD で 15 度より大きいものは対象外とした。一般に、機動観測点で

のセンサー方位の精度は、定常観測点での精度に比べて劣る。本報告では、推定され

た LSPD を補正するために、本多ほか（2020）41)に基づいてセンサー方位を補正し

た。 

箱根火山周辺の亀裂系の特徴を明らかにするために、得られた LSPD に対してクラ

スタリング処理を行い、箱根カルデラ内の亀裂系の特徴を推定した。まず、各観測地

点で推定された LSPD に、相互相関係数と単位移動距離あたりの遅延時間を用いて重

み付き平均を計算した。次にファジーデータに対応する分類法である FCM（Fuzzy C-

Means 法）42)を用いて観測点を分類した。データは、3 つの特徴量、観測点の位置（経

度および緯度）、および平均 LSPD に基づいてクラスタリングされる。クラスタリング

がうまくできているかは FPC(Fuzzy Partition Coefficient)であらわされる。図

40(a)は、2〜7 までの様々なクラスタ数に対して計算された FPC の分布を示してい

る。この結果によると、FPC はクラスター数が 2 と 4 でほぼ同程度の大きさである。

以下、クラスター数 4 の場合に着目する。 

図 40(b)は、4 クラスタの場合の平均 LSPD のクラスタリング結果である。この場

合、クラスターA1(赤)、A2（オレンジ）、B1（水色）、B2（青）の 4 つのサブクラスタ

ーに分けられる。図 41 に観測点分布を示す。各観測点の色は、所属するクラスター

を示す。LSPD が NS 方向に並ぶ傾向のあるクラスタ B2 は、箱根カルデラの北と南に

別々に分布していることがわかる。ほぼ EW 方向に LSPD を持つ観測点（クラスタ A1）

は芦ノ湖周辺に集中し、クラスタ B1、B2 に囲まれている。 

(a) (b) 

図 40 (a)クラスター数ごとに得られた Fuzzy Partition Coefficient(FPC)の

値。クラスター数 2 もしくは 4 の場合によくクラスタリングされていることを

示す。 (b)クラスター数が 4 の時の、LSPD のクラス分け。 

 



203 

 

この LSPD 分布の特徴を、地震テクトニクスの観点から考える。箱根火山の発達初

期には、伊豆半島の衝突により地域的な応力場は NW-SE 圧縮の環境下にあった。その

後、箱根火山を南北に貫くプルアパート構造を構築した丹那断層系と平山断層系が

発達した。現在の箱根火山のマグマ供給システムは，このプルアパート構造を利用し

ている可能性がある（長井・高橋,200843）;萬年,200844））。Yukutake et al. (2010)45)

は，微小地震の震源が平面的な分布をしており、全体として NW-SE または EW 方向の

走向を持つ面が卓越していることを指摘した。中央火口丘直下では，微小地震の震源

分布は NW-SE，EW，NS 方向が混在しており、芦ノ湖や仙石原周辺では EW 方向が卓越

している。彼らは、大涌谷や湯ノ花沢などの地熱地帯の地下で発生する微小地震の震

源分布が、深部から侵入した熱水の流路を形成している可能性を示唆したとした。 

本研究の LSPD クラスタリングの結果は、上記の微小地震の平面構造の空間分布と

良い一致を示している。一般に，地殻の異方性は広域応力場によって構築された微小

な割れ目や断層破砕帯によって影響を受ける（Kaneshima,199046）) 。箱根火山周辺

の広域応力は基本的に N145E 方向のフィリピン海プレートの圧縮に起因するため

(Seno et al., 199347))、微小な亀裂や古いダイク、噴火口の配列は NW-SE 方向であ

り、断層の走向は NS または EW 方向に卓越していると考えられる。クラスタ B1 の 

LSPD は広域応力場の圧縮軸の方向を反映しており、他のクラスタの LSPD は広域応

              

      

      

      

  

平山

断層 

丹那

断層 

図 41 クラスタリングの結果 
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力下で形成された断層の破砕帯を反映していると考えられる。特に、クラスターB2 は、

箱根のプルアパート構造を形成する丹那断層と平山断層の断層破砕帯の存在を示唆

している。クラスターB1 はマグマや水蒸気噴火に伴う開口クラックの走向を示唆す

るが(Doke et al. 201848);Honda et al. 201849))、中央火口丘の下でも NW-SE 方向

の走向を持つ横ずれタイプの地震が発生している。これは，広域応力場に最適な走向

以外の断層も活動していることを意味し、中央火口丘直下の深部から熱水が供給さ

れ、間隙水圧によって断層面上の摩擦が減少するため、広域応力場から予想される走

向から外れた断層で地震が発生しやすいことを示している 47)。 

FCM を用いた LSPD のクラスタリングにより、箱根火山の割れ目系に関する詳細な

情報が得られた。芦ノ湖や仙石原周辺では東西方向の LSPD クラスターが存在し、断

層破壊帯を反映している。中央火口丘付近では NW-SE 方向の LSPD クラスターが卓越

し、過去にマグマの貫入や熱水の上昇に利用された割れ目系であることが示唆され

る。カルデラの北側と南側では N-S に近い LSPD が得られ、丹那断層系と平山断層系

の破砕帯の存在が示唆される。 

 より詳細な亀裂系の分布を推定するためには、観測地点の空間密度を上げるだけ

でなく、長期間の観測や波の伝搬方向を考慮することで、有効なデータ量を増やすこ

とが必要である。 

 

2) 火山噴火切迫度評価に有用な各種ツールの開発 

a)地震計アレイデータ解析システムの開発 

今年度も昨年度に引き続き開発したソフトウエア「ちょいプロ」の霧島における

地震観測データの表示への適用を行った。ソフトウエア「ちょいプロ」は HP 上

(http://www.sevo.kyushu-u.ac.jp/choiplo/)にて公開している。また、大学院生の

講義において「ちょいプロ」を演習の一環として導入し、利用者拡大に努めるととも

に、演習の中で上がったいくつかの改善すべき点を集めた。今後も、これらの改善を

可能な範囲で続ける。 

 

b) 地下比抵抗・熱水流動解析システムの開発 

vi)ポストプロセッサの開発とパッケージ化 

熱水流動シミュレータ TOUGH3 50)の出力結果から，比抵抗値に変換するポストプ

ロセッサを開発した．この業務の実施にあたり，東工大でリサーチアシスタントを１

名雇用した．TOUGH3 の出力では、流体の塩濃度（𝑐）、密度（ρ）および温度（𝑇）が各

セルで出力される。そこでこれらの値を用いて、まず各セルにおける流体の電気伝導

度（𝜎𝑙）を下記の式 30)を用いて計算した。 

 

 

 
 

ただし、この式は塩分濃度が低い場合には適用できないため、低塩分濃度の場合

は Quist and Marshall (1968) 29)の実験データを用いている。次に、得られた流体

http://www.sevo.kyushu-u.ac.jp/choiplo/
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の電気伝導度を用いて、Hashin and Shtrikman (1962)の上限モデル 28)を使用してバ

ルクの比抵抗値を計算した。この一連のスキームにより、熱水流動シミュレーション

の結果を比抵抗の 3 次元分布に焼き直すことができる。なお本研究では、状態方程式

として ECO2N V2.0 モジュール 51)を使用した。このモジュールは、マグマ性流体の主

成分である水、CO2、NaCl の混合物の非等温および混相流のシミュレーションに適用

できるためである。 

上記のポストプロセッサの適用例として、本事業で探査された草津白根山の比抵

抗構造に基づいた浸透率構造モデルを作成し、シミュレーション結果から焼き直し

た比抵抗分布を計算した。浸透率構造モデルの作成においては、観測された比抵抗値

を基準に、予め設定した 5 種類の岩石タイプ（CLAY, SEAL, BASE, MAT, COND）を割

り当てることで浸透率構造を作成した。CLAY は粘土層、SEAL はシーリング層、BASE

は基盤岩、MAT は母岩、COND は火道に対応し、MAT を基準に CLAY, SEAL, BASE は低

浸透率、COND を高浸透率の岩石タイプとした。シミュレーションでは、火道の底部

 

図 42 （左上）3 次元比抵抗構造モデルを基に作成した浸透率構造モデル。

CLAY, SEAL, BASE, MAT, COND の 5 つの岩石タイプに浸透率を与えた。赤色の星

印は火山性流体の注入位置であり 2014 年の活動期に観測された膨張源 24)に対応

する。赤線の楕円は震源域を示す。（右上）草津白根山で推定された 3 次元比抵

抗構造モデル。TOUGH3 シミュレーションで使用したメッシュで表現している。

（左下）流体注入開始から 17000 年後の温度分布および流体の流れ分布。（右

下）シミュレーションの結果から再現された比抵抗分布。 
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からマグマ性流体（290 °C の H2O と NaCl）を注入することで、山体内部の熱水対流

の再現を試みた。シミュレーションは、草津白根山の現在の活動期が 17000 年前に始

まったことを考慮し、流体注入から 17000 年後まで計算を行い、その時の出力から比

抵抗分布を計算した。図 42 に、 試行錯誤の結果得られた浸透率構造と温度分布、元

となった比抵抗構造（MT モデル）、および計算された比抵抗分布を示す。高塩濃度領

域と解釈された C2a 領域をはじめとした MT モデルの特徴が概ね再現されていること

がわかる。また、地表での流体放出量を計算すると、山頂部東西の谷筋に沿って大き

な湧出量が求められ、万座温泉や常布温泉などの実際の温泉の地理的分布と整合性

のある結果が得られた。なお、これらの成果の一部は，Journal of Disaster Research

誌に投稿し、現在改訂作業を進めている。 

直交座標系の MT３次元インバージョンコード（ModEM）の前処理ツール（MFB）に

ついては、GitHub で公開するとともに JDR 誌の特集号に投稿した（査読中）。 

 

vii) 熱水流動シミュレーション 

本事業で過年度に北海道大学に導入した市販のシミュレータ TOUGH2 を用いて熱水

流動数値計算を行った。昨年度までは円筒座標２次元で地形を考慮しない計算だっ

たが、今年度は現実の火山への適用を念頭に置き、本事業で既に MT 比抵抗探査を実

施済みの倶多楽火山（登別地域）を模擬して地形を考慮した３次元の計算を試みた。

流動計算に与えた浸透率構造モデルを図 43 に示す。計算領域の下部（Inlet zone と

表示）から 250℃の熱水を 3000 t/日で供給して定常状態を再現した。さらに、温度

を考慮した Archie の式 52)を用いて、熱水流動計算の出力（温度・圧力・飽和度）か

ら比抵抗値に変換した（図 43 右上）。このようにして推定された比抵抗分布は、先行

研究で実際に観測された比抵抗構造 53),54)の特徴をよく再現している。登別地域の地

 
図 43 倶多楽火山（登別地域）を模擬した熱水流動シミュレーション。左側は

流動計算に与えた浸透率構造、右図上段は流動計算の結果から変換した比抵抗

分布、中段・下段はそれぞれ３次元 MT 法 53)、２次元 CSAMT 法 54)による比抵抗

断面。 
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下浅部には熱水上昇域に対応する低比抵抗が広く分布しており、その最浅部では熱

水が一部蒸気化してやや高比抵抗になっている領域も再現できた。さらには、unrest

を想定して熱水上昇域の浸透率や熱水供給率が急激に変化した場合に何が起こるか

を計算した。熱水上昇域浅部（図 44 の fracture zone）の浸透率を定常状態から１

桁下げると、fracture zone より下部では増圧する一方、上部では減圧するとともに

 

図 44 倶多楽火山（登別地域）を模擬した熱水流動シミュレーション。左側は、

conduit 浅部（図 43 の fracture zone）の浸透率を一桁下げた場合の１年後の圧

力と温度の分布。右側は、conduit 下部からの熱水供給率を２倍に増やした場合

の１年後の圧力と温度の分布。 

図 45 公開されている NEDO の地熱開発促進調査ボーリング報告書の調査地域

（JOGMEC のホームページから引用した地図に加筆）。黄色は令和３年度に読取、水色

は令和１〜２年度に本事業で読取を完了した地域を表す。 
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熱水の上昇量が減るため温度も下がる（図 44 左）。また、熱水供給率を２倍に増やす

と、conduit のやや深部で圧力が高まるとともに、流量が増加するため地表温度も上

昇することがわかった（図 44 右）。こうした応答特性を参考にして、地温や地盤変動

観測のデータを検討することにより、unrest の解釈が容易になると期待される。こ

の業務の実施にあたり、令和３年度は北大でリサーチアシスタントを１名雇用した。 

 

viii) 坑井データの読取と整理 

昨年度に続き、NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）が公開している地熱

開発促進調査のボーリングデータを利用して、比抵抗とコア物性の関係を検討した。

データの利用にあたり、コア物性値については報告書の PDF ファイルから数値を手

作業で読み取る作業が必要であるため、このデジタル化業務のために、北大でリサー

チアシスタント１名を雇用した。今年度は、雲仙西部・上川・霧島烏帽子岳・栗野・

手洗・吾妻北部・岩手山西部・南茅部・八甲田西部・豊羽・大分川上流・上の湯・三

岱・八幡平東部のデータを読み取って整理した。昨年度までに整理したものと合わせ、

これまでに処理が完了した地域を図 45 にまとめて示す。データが蓄積されてきたこ

とで、地域によらない共通の特性が見えてきた。そのひとつが有効空隙率と比抵抗の

関係である（図 46）。すべての地域のデータを掲載すると煩雑になるので一部のみを

示すが、両者の間には両対数軸の散布図上で明瞭な負の相関が見られた（図 46 左）。

このことは過年度の報告書でも予察的結果として指摘してきたが、データが増えた

ことでより確実になった。試料の多くは空隙率が高いほど比抵抗が低い傾向を示し、

概ね Archie 則に従っているように見える。図 46 では、昨年度と同じ方法で各試料の

粘土鉱物導電指標を算出し、図 46 のマーカーをその値で色分けしている。導電性粘

土が多く含まれる試料はグラフの右寄り、すわわり有効空隙率が高い領域にプロッ

トされる傾向を示していることがわかる。また、低比抵抗層が難透水性粘土層となっ

ている例は、これまでに整理した NEDO のボーリング試料を見る限りでは希であった。 

図 46 掘削コア試料の有効空隙率と同じ深度における検層比抵抗値の比較。比抵

抗値は昨年度の報告書と同じ方法で 20℃相当に換算した値。左図は６地域の試料

のうち安山岩のみのデータをまとめたもの。右図は王滝地域の全試料のデータ。 
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コアの試料は、溶岩ないし角礫岩（その多くは安山岩質）、凝灰岩、堆積岩に大別

できる。このように分類したときに、安山岩は散布図上で相対的にまとまりの度合い

が高く上記の負相関がより明瞭であった。一方、地域によっては、凝灰岩や堆積岩は

低比抵抗側に向かって大きなばらつきを示した。図 46 の右図に示した王滝地域はそ

の例のひとつである。王滝の図では、低空隙率かつ低比抵抗の試料もそれなりに存在

する。ただし、それらの試料の導電指標はさほど大きいとはいえない。 

本業務の成果は日本火山学会および Conductivity Anomaly 研究会で発表した。 

 

c) 火山性地震活動総合解析システムの開発 

i) システムの基本設計 

火山活動の活発化や噴火活動に伴い、火山周辺では様々な特徴の波形を持つ地震

や微動が発生するが、火山の内部状態の変化の把握には、波形の特徴に注目した地震

種別に着目して、地震活動度の変化に注目することが重要であり、自動的に波形を峻

別するアルゴリズムの開発が不可欠である。本年度は、従来から進めてきた、三宅島

の波形を教師データとし周波数指数に基づいて種別判定を行うアルゴリズムの検討

を進めるとともに、他火山への拡張性を考慮して、異なるアルゴリズムと異なる教師

データに基づく機械学習手法について、火山性地震への適用可能性の検討を開始し

た。 

 

・三宅島データを教師データとする手法 

三宅島においては、高周波成分が卓越して P 波及び S 波の到達時刻が明瞭に読み

取れる A 型地震と、S 波の到達が不明瞭な B 型地震、その中でも波形の高周波成分

が卓越する BH 型地震と低周波成分が卓越する BL 型地震と種別を分類することがで

き、それらの震源位置や活動推移が異なることが本事業での機動観測の結果明らか

になった。したがって、地震波形の特徴を正確に識別し地震の種別（A 型、BH 型、

BL 型等）を自動的に判別するシステムを構築することは、今後の火山活動活発化時

における噴火の切迫性評価のために重要であると考えられる。 

昨年度までは、各地震波形の周波数特性を表す指標である周波数指数（ FI, 

Buurman and West, 2010 55)）を三宅島で観測される火山性地震について適用し、周

波数帯として 4-8 Hz と 10-16 Hz の帯域を選ぶことが妥当であり、種別ごとの周波

数指数の分布範囲の分割手法などの構築が今後必要であることを示した。そこで今

年度は、この周波数指数に基づく種別分類手法の検討を進めるとともに、周波数指数

同様に火山性地震の周波数特性に基づく分類手法として、スペクトログラム画像の

機械学習による種別分類手法の検討を行った。ここでは、Nakano et al. (2019) 56) 

で提案された自動分類手法 (SRSpec-CNN) に着目し、三宅島で観測される火山性地

震の種別毎の卓越周波数帯と各周波数成分の継続時間の特徴を機械学習し、地震波

形の学習モデル（分類器）の作成を行った。なお、本解析手法は、本事業で開発を進

めている地震波動場連続解析システムの一部として昨年度検討を行ったものを改良

したものである。 
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本事業の一環として三宅島の山頂火口を囲む機動地震観測網が 2018 年に展開さ

れ、火山性地震の初動付近の波形の詳細な特徴を用いたタイプ分類が可能となった。

森田・大湊(2020) 57) は，2018 年 12 月から 2019 年 9 月に観測された火山性地震の

分類と震源決定を行い，各タイプの発生領域の棲み分けと比抵抗構造との関係を明

らかにした。そこで、CNN (Convolutional Neural Network) の学習モデルの作成に

あたっては、森田・大湊(2020) 57) によって種別分類された火山性地震（A 型地震 241

個、BH 型地震 218 個、BL 型地震 487 個）を「教師」として用い、気象庁 V.MJON と防

災科学技術研究所 V.MKAV の２点の定常観測点について学習モデルをそれぞれ作成し

た。CNN は２層の畳み込み層、プーリング層、全結合層で構成され、最後は softmax

関数を用いて各タイプの確率を出力する。CNN の入力には３成分のランニングスペク

トル画像を用い、最終的な種別分類は２観測点で出力された確率の積を用いて評価

する。画像の範囲は、時間方向は V.MJON での P 波初動の 1 秒前から 5.12 秒間、周波

数方向は 0～25 Hz とし、初動付近の卓越周波数とエネルギー継続時間の特徴量を利

用した（図 47）。 

作成した学習モデルを、2013 年 1 月から 2016 年 8 月までの 2160 個の火山性地震

に適用して種別分類を行った結果、A 型地震（523 個）、BH 型地震（126 個）、BL 型地

震 （1481 個）となった。この機械学習による種別分類結果では、A 型地震には P・S

波が明瞭で 10 Hz 以上が卓越する震動継続時間が 2 秒程度のものが分類され、P・S

波が不明瞭な BH 型地震と BL 型地震は、初動から 2 秒以内の高周波成分（5-15 Hz 程

度）の含み具合によって分類される傾向がある。また、機械学習による種別分類結果

は、周波数指数 (FI) を用いた分類結果と概ね整合的である（図 48）。このことは、

機械学習によって火山性地震の波形に含まれる特徴量を抽出することにより、周波

数指数による分類の際に用いる周波数帯等の任意性を排して、同等の分類を客観的

に行うことができる可能性を示唆する。 

次に、分類の精度や一貫性を検証するために、2013 年 1 月から 2015 年 6 月まで

のデータを教師として CNN の学習モデルを作成し、2015 年 7 月から 2016 年 8 月まで

のデータにモデルを適用して適合率と再現率、F1-score を導出した。適合率とは、

例えば、A 型であると予測した波形のうち、実際に A 型であった波形の割合、再現率

図 47 スペクトログラム画像と CNN を用いた火山性地震の種別分類の概要。 
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とは実際に A 型である波形の内、正しく A 型と予測できた割合、F1-score は適合率

と再現率の調和平均を取ったものである。本手法による分類結果（CNN 分類）と気象

庁による分類結果（JMA 分類）を用意し、それぞれの場合で 3 種別（A 型、BH 型、BL

型）の適合率と再現率、F1-score の３値の平均値を求めた結果、CNN 分類で 0.808、

0.828、0.817、JMA 分類で 0.649、0.646、0.640 といずれも CNN 分類が良好な値を示

した。このことは、CNN により長期的な地震活動をより高精度でかつ一貫した分類に

基づいて評価できることを意味する。 

 また、BL 型地震の波形の特徴と活動推移に着目すると、初動付近に高周波成分を

より多く含むものが 2016 年の 4-5 月頃から増加していることが明らかになった。こ

の時期は、火山ガス放出の急減やマグマ溜まりの増圧が観測されており、火山性地震

の特徴や活動推移が火山体内部の状態変化を反映していることが示唆される。今後、

より長期的な活動について、一貫性のある基準による系統的なタイプ分類・各タイプ

の活動推移の検討を進めていくことで、火山活動推移の詳細が明らかになることが

期待される。 

  

図 48 CNN による種別分類結果と周波数指数の対応。（上段）観測された個々の火

山性地震が各種別へ分類される確率の分布。（下段）２観測点における確率積によ

って分類された火山性地震の低周波側 (4-8 Hz) と高周波側 (10-16 Hz)の振幅の

関係。この２つの周波数帯は、周波数指数を用いて種別分類を行う際に用いたもの

であり、両周波数帯の振幅比が周波数指数を表す。 
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・他火山のデータを教師データとする手法 

火山性地震の活動度評価においては、地震の検出に加えてその発生場所や規模を

できる限り高精度に推定する必要があり、そのために地震波の立ち上り時刻を高い

信頼性で検知できる、自動検測システムの整備が重要となる。先に述べた、三宅島デ

ータを教師データとする手法の開発に加え、他の火山で得られたデータを教師デー

タとする手法の検討を開始した。 

図 49 1999 年から 2020 年までの箱根火山における火山性地震の分布図（神奈川県

温泉地学研究所による震源カタログを使用）。 

図 50 Zhu & Beroza(2019)59)により公開されている学習モデル(model0)と火山性地

震記録をもとに新たに構築した学習モデル(model1)を使って得られた自動検測値

と、手動で得られた検測値との時間差の頻度分布。 
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機械学習のフレームワークを用いて、地震の検出及び検測を行ういくつかの手法

が近年開発されている(例えば、Ross et al., 201858); Zhu & Beroza, 201959))。し

かしながら、これらの手法は主に地殻内地震を訓練データに用いて構築された学習

モデルに基づいており、火山性地震の検出や位相検測には適用が難しい可能性があ

る。今年度は、Zhu & Beroza(2019)59)によって構築された PhaseNet のアーキテクチ

ャを利用してのシステム開発を進めた。火山性地震に対する訓練データの作成にあ

たり、箱根火山において神奈川県温泉地学研究所により手動で整備された 1999 年か

ら 2020 年までの約 3 万イベントの火山性地震（図 49）の検測情報を使用した。箱根

火山の定常観測点及び機動的に設置された観測点での様々な規模の火山性地震波形

に対する手動検測記録をもとに、P 波もしくは S 波の立ち上りを中心として約 22 万

トレースの波形記録を切り出し、それらを訓練データとして、PhaseNet における学

習モデルの構築を行った。 

構築された学習モデルと PhaseNet のアーキテクチャを用いて、箱根火山での検証

データに対して性能評価を行った（図 50）。ここでは、Zhu & Beroza(2019)59)により

公開されている学習モデル(model0)と火山性地震記録をもとに今年度新たに構築し

図 51 箱根湖尻観測点での火山性地震の 3 成分波形記録(a)～(c)と、model0(d)及

び model1(e)を用いて得られた自動検測結果。30 秒付近の振幅の小さな波形記録に

対して、model0 では P 波及び S 波に対する確率が大きくならないが(d)、model1 で

は確率が高くなり(e)P 波及び S 波の立ち上りとして識別されている。 

 

(b) 

(c) 

(d) 

(e) 

(a) 
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た学習モデル(model1)を使って得られた自動検測値と、手動で得られた検測値との時

間差の頻度分布を調べた。その結果、model1 を用いたことにより読み取り精度が向

上されたことが確認できた。また、model0 では P 波及び S 波が検出できていなかっ

た振幅の小さな火山性地震に対して、model1 を適用することにより P 波及び S 波の

検出が認められ、構築された学習モデルにより火山性地震の検知能力が向上された

ことが示された（図 51）。そのほか、model0 では連続波形記録にたいしてノイズを P

波及び S 波と誤検出する事例が多く見られたが、model1 では誤検出が改善され、火

山性地震に対して従来モデルを上回る性能を示すことが分かった。 

このフレームワークを他の火山に適用できるかを検証するため、霧島新燃岳北観

測点の波形データに適用した結果、火山性地震により振幅増加に対して箱根火山同

様に高い確率を示すことが分かり（図 52）、他の火山への適用も可能であることが明

らかになった。今後は、異なる観測点での同一の地震からの地震波の同定（ Phase 

association）処理を組み込み、自動検測記録から高精度な震源カタログの構築や準

リアルタイム化、波形の周波数特性などに基づいた地震の分類を目指すとともに、他

の火山での低周波地震や微動記録を含む多様な火山地震波形記録を訓練データとし

て取り込み、学習モデルの汎用性を高めることを進めていく予定である。 

  

図 52  霧島新燃岳北観測点での 1 時間波形記録に対して、model1 を学習モデルと

した PhaseNet を適用した結果。 
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ii)システムの動作試験に用いるデータの整備 

地震活動総合解析システムの実用化のためには、色々な火山における実データが

必要であることから、前年度までに実施した御嶽山のデータ整備内容を踏まえ、御嶽

山とその周辺の地震計で得られた波形データから火山性微小地震を自動検知し、デ

ータをリアルタイムに整備した。また、効果の検証を可能にするため、御嶽山地域に

ある火山研究施設でデータの試験的表示を行った。 

 

d) 遠隔熱情報解析システムの開発 

従来は専門業者の協力が不可欠であった無人機（ドローン）による火山観測を、火

山研究者自身で行う自己完結した観測システムを確立してきた。例えば、火山ガスの

組成比を測定するためのマルチガスセンサシステムを前年度までに構築した。このシ

ステムで使用するマルチガスセンサについては、 H2O および CO2 センサーから得られ

る濃度記録に不安定なデータが存在することが、前年度の霧島火山における地上観測

との比較から示唆されている。実験的に求めたセンサー応答特性に基づく数値的検討

を行った結果、水の蒸発・凝結が測定に影響していることが示唆された。この影響を

回避するには、噴気孔に接近しすぎない等、飛行方法を工夫する必要があることがわ

かった。これらの主に草津白根山をテストフィールドとして開発した成果を取りまと

め、Journal of Disaster Research 誌に投稿中である。 

 

図 53  阿蘇火山において令和 3 年 11 月 27 日に実施したドローンガス観測。(a) 

飛行中のガス観測ドローン。(b)観測に使用したマルチガスセンサ。(c)各ガス濃度

の観測例。横軸は秒を表す。ピーク 1-A における (d) H2S と SO2、(e) H2O と SO2 の

濃度相関図。 
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令和 3 年 11 月、このシステムを使用して阿蘇火山においてガス観測を実施した。そ

の結果、同火山の令和 3 年 10 月の噴火後初めてとなる火山ガスの組成比を測定するこ

とに成功した（図 53）。求められた SO2/H2S は 19-25（モル比）、および H2O/SO2 は 15-

19（モル比）で、従来から観測されてきた同火山の活発期の値 60)に矛盾しないことが

示された。また、可視画像とともに赤外線画像の試験観測を併せて実施し、噴石によ

るインパクトクレーター形成密度の計量に用いられた 61)。 

草津白根山においては、ドローンを用いた遠隔湖水採取 62)を引き続き実施した 63,64)。

また、地球化学的観測技術の開発（課題 B-3）との共同研究として、令和 3 年 6 月 14

日にガス採取装置 SelPS 65)を搭載したドローンを草津白根山で飛行させ、良質な噴気

ガス試料の採取に成功した。さらに、ドローンおよび水中ドローンによる同時採取実

験（次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトに参画している株式会社 NTT ドコモ

法人ビジネス本部との共同観測）を 2021 年 10 月 25 日に実施し、湖水組成の空間的不

均質性を評価した。これら現地観測は、安全確保および複雑な観測手順を間違いなく

こなすための作業マニュアルに基づき実施した。 

 

e) 地震波動場連続解析システムの開発 

地震波動場連続解析システムは、火山周辺の地震波動場を用いて火山体内部の状態

変化を評価するための地震波干渉法解析 66)、地震波逆伝播解析 67)など複数の解析手法

を組み合わせたものである。令和３年度は、これまで検討を進めてきた地震波干渉法

解析・地震波逆伝播解析について解析手法及び解析結果表示プログラムの改良を引き

続き行うとともに、火山周辺の既設地震観測網や本事業等で取得した観測データを用

いた連続解析を進めた。さらに，観測点から安定して連続記録を伝送するための通信

回線の冗長化や電源システムについての検討を継続し、蔵王山における機動地震観測

等において実地での運用を行った。 

地震波干渉法解析については、活火山周辺の地震観測点から受信したリアルタイム

伝送データに対して共有メモリ上で周波数フィルタ処理を行い，各周波数帯域におけ

る解析を準リアルタイムに行った結果を MySQL データベースに蓄積する処理を実装し、

令和元年度から蔵王山・吾妻山等の東北地方の火山を中心に試験運用を行っている。

また，準リアルタイム処理に加えて、全国地震観測データ流通システム JDX-net に流

通している活火山周辺の観測点のデータについても，2008 年以降の連続データを用い

た解析も並行して進めている。これらの解析結果についても、準リアルタイムの処理

結果同様にデータベースに蓄積を行っており、本事業で開発を進めた表示プログラム

によって効率的に解析結果を表示・確認をすることができる。 

このようにして得られた地震波干渉法解析結果には、火山活動による火山内部構造

の変化による地震波速度変化に加えて、これまで多くの先行研究によって示されてき

たように地震動による表層地盤の強度変化及び雑微動場の波動場構成や入射方位角分

布等の変化に伴う速度変化も現れる。このような火山内部構造状態以外の要因による

地震波速度変化をどのように判別し、火山内部構造変化の情報を抽出するかは今後の

検討課題の一つである。 
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一方、このような地震波干渉法解析結果の蓄積によって、火山観測データの解析に

資する情報が得られることも明らかになった。地震波干渉法解析では、２観測点間を

伝播する波動の向きが相互相関関数の正負のラグタイムに対応するため、火山体内部

構造の速度変化の影響はゼロ・ラグに対して対称に現れる。それに対し、データ収録

装置の時刻同期障害のような個々の観測点に起因する影響は時間軸の一方向へのバイ

アスとして現れるため、各観測点の刻時誤差等を推定することができる。 Sens-

Schönfelder (2008) 68) は，このような地震波干渉法解析の特徴を用いて，雑微動の

解析によって観測網内の時刻同期を行えることを提唱した。図 54 に、この手法に基づ

いて本解析システムの処理結果から時刻同期障害を検知した例を示す。この例では、

秋田駒ケ岳周辺の東北大学の定常観測点２点（新秋田駒ケ岳観測点と西木観測点）に

おける相互相関関数の時間変化及び周辺観測網を用いて推定した西木観測点の刻時誤

差を示したが、ほぼ同一の相互相関関数がラグタイムの正負の方向に揺らいで現れる

という刻時誤差の影響が確認できる。その後の西木観測点における現地保守によって、

刻時用 GPS アンテナのケーブル不良が認められているため、この刻時誤差は GPS によ

る時刻同期が行えず、データロガーの内部時計が自走状態になったため生じたものと

考えられる。なお、刻時誤差の推定精度は 40 ms 以下程度である。一般に、火山活動

に伴う火山性地震の震源決定においては、絶対時刻精度は必ずしも必要ではなく，観

測点間での相対的な走時差の精度がより重要である。したがって、この地震波干渉法

解析による刻時誤差推定手法は、各観測点の時刻校正が GPS 等で行われていなかった

時代から維持されている観測網において記録された過去の火山活動の再解析に活用で

きる可能性がある。静穏期の長い火山も多いため、このような地震波干渉法の連続解

析の結果・知見の蓄積は、過去の火山活動推移の精査に資することができると期待さ

れる。これらの解析に用いる観測データの取得や処理、情報収集の補助のためにリサ

ーチアシスタント１名を雇用した。 

図 54 地震波干渉法による刻時誤差推定例。(a) 東北大学の新秋田駒ケ岳

観測点と西木観測点の２観測点間についての地震波干渉法解析結果。(b) 地

震波干渉法解析によって推定した西木観測点の刻時誤差。 
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なお、課題 A の JVDN システムにおいても、JDX-net で流通している防災科学技術研

究所及び気象庁の定常観測点についての地震波干渉法解析結果の提供が令和３年度か

ら開始された。知見の共有及び双方のシステムの位置付け・活用方法の差異について

は課題 A の担当者とも議論を進めている。 

本システムの一環として検証実験を進めてきた携帯電話回線を用いたデータ通信

システムについては、蔵王山・吾妻山での機動地震観測点で検証を進めるとともに、

2018年に本事業における本白根山緊急観測で展開した観測点の一部において引き続き

活用し、長期安定性の確認を行った。臨時地震観測点のうち KSI 観測点においては、

機器の強化を今年度実施したが、太陽電池による収録機器・通信機器への給電によっ

て収録・リアルタイムデータ伝送とも積雪期も含めて概ね順調に稼働しており、長期

の動作安定性に大きな問題がないことが確認できた。 

さらに本年度は、地震波動場連続解析システム及び火山性地震活動総合解析システ

ムの高度化を目標に、機械学習による火山性地震の検測手法の検討を本事業で雇用し

た博士研究員を中心として進めた。 

火山性地震の初動到達時刻は，火山性地震の発生位置推定の基礎となるデータであ

り，STA/LTA 法 69)や AR-AIC 法 70) など多様な手法がこれまで用いられてきた。しかし

ながら、火山体の強い短波長不均質性の影響等により火山性地震の初動立ち上がりは

不明瞭であることが多く、目視による手動検測がこれまで広く用いられてきた。 そこ

で、本システム等における火山性地震の震源決定 や 火山性地震活動総合解析システ

ムの項で述べた機械学習による地震種別分類に必要なデータセットの作成等の処理を

効率的に行うことを目標に、今年度は Zu and Beroza (2019) 59) による深層ニューラ

ルネットワークを用いた検測手法 PhaseNet の火山性地震への適用可能性を検討した。 

PhaseNet は、生物医学分野において細胞画像中の要素を認識するために開発され

た深層学習プログラム U-net (Ronneberger et al., 2015 71)) をもとにした CNN 

(Convolutional Neaural Network) を用いた検測プログラムであり、３成分地震波形

図 55 三宅島の火山性地震への PhaseNet 適用結果の例。（左）PhaseNet の処理構

造。（右）気象庁による P 波の手動検測値との比較。2018 年から 2019 年に観測され

た 3557 個の火山性地震のうち、気象庁による手動検測値と PhaseNet によって得ら

れた検測値の双方が揃う 515 個の火山性地震についての検測値時間差の頻度分布を

示す。 
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を入力として、各時刻における P、S 波初動及びノイズである確率を出力する。CNN に

よる深層学習は特徴量抽出のための Convolution 処理を繰り返し行うことが一般的

であるが、PhaseNet (U-net) は Convolution 処理のあとに Deconvolution 処理を加え

ることで出力の解像度を上げる点が一つの特徴である。PhaseNet は、北カリフォルニ

アにおける地震の手動検測値を用いて学習が行われているが、ここでは三宅島におけ

る火山性地震についての気象庁の検測値を「教師」とすることで再学習を行い、火山

性地震特有の波形の特徴を抽出し、検測に反映するようにした。なお、PhaseNet にお

いてあらかじめ学習が行われている北カリフォルニアにおける非火山性地震を「教師」

としたモデル、国内の活火山における気象庁検測値を「教師」としたモデルの二つの

学習モデルを用いた PhaseNet の適用も試行したが、三宅島のみの手動検測値を用いた

学習モデルを用いた場合が読み取り誤差が最も小さくなった。これは、火山性地震の

発生メカニズムの多様性や各火山固有の構造による波形の崩れの差異が影響している

ためと考えられる。図 55 に三宅島のデータで再学習を行った PhaseNet による検測の

結果の例を示す。PhaseNet によって得られた P 波の初動到達時刻は，気象庁による手

動検測値と概ね一致し，今後このような機械学習（CNN)による検測手法の検討をさら

に進めることにより、立ち上がりの不明瞭な火山性地震の検測をより効率的かつ客観

的に行えるようになることが期待できる。 

本年度は、以上のような連続地震波動場の連続自動処理や機械学習の適用について

検討を進めてきたが、今後も各手法の高度化を目指すとともに、火山観測データ一元

化システム JVDN との連携についての検討も継続し、火山体内部の状態変化を評価する

システムの開発を進める予定である。 

 

3) プログラムの総合推進 

a)課題 B「先端的な火山観測技術の開発」の包括的な推進 

本課題のサブテーマ代表者会議を令和４年 1 月 12 日 13 時～14 時に WEB 会議により

開催した。予算配分方針の確認、各サブテーマの進行状況に関する情報交換、２月に

行われるフォローアップ評価会への対応等について確認した。また、サブテーマ間、

課題間の連携の必要性が評価会で指摘されていることを受けて、具体的な連携を示す

ために、有珠や伊豆大島での合同観測実施や観測データに関する合同 WS の開催を検

討することとした。 

 

b) サブテーマ４「火山内部構造・状態把握技術の開発」の推進 

「火山内部構造・状態把握技術の開発推進委員会」を令和４年１月 28 日 10 時～13

時に WEB 会議により開催した。代表機関、参加機関、協力機関が出席し、今年度の成

果を報告するとともに、各種解析ツールの開発状況についての情報交換および今後の

方針に関する意見交換を行った。次年度の予算配分の方針及び RA あるいは PD の雇用

予定を確認した。また、年度末に向けた作業内容及び日程を確認した。 

 

c) 機動的な観測や電磁気構造探査で利用する観測機材の整備 

この課題で実施する機動的な観測の実施に必要な以下の機材を整備した。 
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広帯域地震計   ５セット 

機動観測用テレメータ装置      ５セット 

 

広帯域地震計および機動観測用テレメータ装置は、令和 4 年度に実施する有珠山お

よび伊豆大島における機動観測において利用する予定である。 

 

d) 課題 A で取り組むデータ一元化への協力 

本事業の中で設置されているデータ利活用タスクフォース、及びその後継組織であ

るデータ利活用推進タスクフォースにサブテーマ代表者が参加し、具体的なデータ流

通の在り方について意見交換した。 

 

(c)結論 

火山体内部構造・状態把握技術の高度化を目指し、蔵王火山と有珠山を中心に機動観

測を実施し、噴火切迫性評価に資することを念頭に置いた現時点の火山活動や地下の構

造調査を行った。また、令和４年度に機動観測を実施予定である伊豆大島において、そ

の準備を進めた。更に、これまで機動観測を継続していた草津白根山、霧島火山と箱根

火山において取得した観測データを解析し、噴火切迫性評価に資する情報の集積を進め

た。 

蔵王火山においては、令和２年度までの解析で深さ約1 km以浅と深さ約2 kmに低比抵

抗体が存在するという特徴が見られているが、今年度は解析に用いるメッシュを精緻化

するとともに、解析結果に対する先験情報の影響を評価することで、得られた結果の信

頼性を評価した。また、既に詳細な比抵抗構造が得られている草津白根山の比抵抗構造

との比較を行った。蔵王山西方に新設した傾斜計については、潮汐成分が観測されてい

ることから必要とする観測精度が達成されたと考えられ、今後データ蓄積が進むことが

期待される。機動地震観測については、得られた地震データの解析が進み、長周期地震

の発生域とその他の火山性地震の発生域が空間的に分かれていることなどが明らかにな

った。今後は、同様の特徴が見られている阿蘇山や草津白根山などの浅部熱水系が発達

した火山との比較研究を実施することが重要である。 

有珠山については、噴火直前に起きる顕著な地殻変動を捉えることを目的として、多

点GNSS観測網を構築した。現在は現地収録による観測であるが、テレメータ化された連

続観測への移行が必要であることから、通信テストなどを実施した。有珠山の山頂火口

原では、小規模アレイ地震観測、比抵抗探査、全磁力探査、土壌拡散CO2フラックス観測

を実施し、噴火前の異常検知のために必要となる静穏期のデータ蓄積を進めた。なお、

今年度の観測では噴火につながる顕著な変化は見られていない。今後は、将来の噴火に

備えた観測網の構築と維持、活動評価に必要な静穏期のデータ蓄積およびデータ評価手

法の高度化が必要である。 

伊豆大島においては、令和4年度に予定される電磁気観測のための準備を進めた。また、

同じく予定されている地震機動観測に必要な機材の購入を行った。さらに、伊豆大島と

同じ地学的条件下にある火山島である三宅島について、平成30年から令和元年に実施し
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た機動観測で得られたデータを再解析し、詳細な地下構造モデルを得た。伊豆大島のデ

ータ蓄積が進み、その解析が進んだ段階で、このモデルを用いた伊豆大島と三宅島の比

較研究を進めることが重要である。 

草津白根山においては、これまでに設置した機動観測点のデータとその他データを統

合的に処理するシステムを構築することで、これまでよりも広い範囲での定常的な震源

決定が可能になった。これにより、火口周辺の詳細な地震活動に加え、より深部のマグ

マ供給系の活動を反映する広域地震活動の把握が進むことが期待される。これまでに取

得されたたMTデータの解析により詳細な3次元比抵抗モデルが得られた。岩石学的知見や、

震源分布、地殻変動源の位置などを考慮することで、草津白根のマグマ熱水系に関する

詳細なモデルを構築することができた。今後は、本課題で開発を進めている、地下比抵

抗・熱水流動解析システムを活用することでモデルの評価を行いたい。 

霧島火山では、多項目観測を継続し、水蒸気噴火が発生した硫黄山付近の構造と地震・

地殻変動活動から地下の状態を把握する技術の開発を目指した研究をさらに推進した。

2018年小規模噴火後に多項目観測で得られたデータの解析を進め、噴火に関する詳細な

物理機構の解明が進んだ。また、空振と電場の並行観測が観測点近傍の地下水―熱水系

のモニタリングに有効である可能性を示すことができた。広帯域MT観測による3次元比抵

抗構造については観測点を追加することで分解能の向上を進めており、低比抵抗体が流

体の通路として果たす役割がより詳細に明らかになりつつある。地殻変動観測について

は、様々な手法を組み合わせることで地下圧力源の位置やその動きが詳細に捉えられて

いる。霧島硫黄山は熱水系が卓越し水蒸気噴火発生の場を理解するために最適なフィー

ルドの一つであることから、今後も、電磁気的観測、地震・空振観測、地殻変動観測を

継続し、データ蓄積とその解析を継続することが重要である。 

箱根山については、レシーバ関数解析による深部構造の理解とS波スプリッティング

解析による浅部亀裂系の解析が進んだ。深部構造の解析をさらに進め、これまでの地

震・地殻変動観測で得られている浅部構造と組み合わせることにより、箱根山のマグマ

供給系の全体像を把握することが期待される。 

本課題で実施する機動的観測や電磁気構造探査で得られた観測データを火山噴火切迫

性評価に利用するため、即時的なデータ解析を目指した地震計アレイデータ解析システ

ム、地下比抵抗・熱水流動解析システム、火山性地震活動総合解析システム、遠隔熱情

報解析システム、地震波動場連続解析システム等のツールの開発を継続して進めている。 

開発がほぼ終わった地震計アレイデータ解析システムは、実地での試験運用が進み、

更なる改良が進められている。地下比抵抗・熱水流動解析システムでは、シミュレーシ

ョン結果を地下比抵抗構造に変換するポストプロセッサの開発が進んだことから、機動

観測で得られている比抵抗構造と比較することが可能になりつつある。今後は、具体的

な火山を対象としたモデルと観測の比較を進めることが重要である。火山性地震活動総

合解析システムについては、教師データとなる観測波形の分類が進んだことから、今後、

機械学習による地震の検出・分類手法の開発をさらに進める環境が整いつつある。遠隔

熱情報解析システムについては、令和3年10月に噴火した阿蘇での火山ガス観測の実施が

行われ、観測のためのノウハウに加えて、得られたデータの解析ノウハウも蓄積されつ

つある。今後も火山噴火の機会を活かし機動的な運用実績を積むことが肝要である。地
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震波動場連続解析システムについては実観測データへの適用と動作テストを継続して実

施しているが、火山内部構造状態以外の要因による地震波速度変化をどのように判別し、

火山内部構造変化の情報を抽出するかは今後の検討課題の一つである。 

本課題に属する４つのサブテーマの相互連携を図るため、サブテーマの代表者会議を

開催した。サブテーマ間の情報共有を進めるとともに、サブテーマ間の具体的な協力体

制に関する協議を継続した。また、サブテーマ４「火山内部構造・状態把握技術の開発」

を推進するため、関係機関による会議を開催した。各機関により得られた成果やデータ

の共有、開発中の各種ツールの開発状況の把握、その活用方法の検討などを行った。観

測機材についても計画どおり導入した。今後も、計画的に必要な観測機材の整備を行う。

更に、火山観測データの共有化を目指して、課題 A「火山データ一元化」との意見交換

も継続する。 
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仕様・標準等の策定 

  なし 

 

（3）令和 4 年度の業務計画案 

1) 機動的な観測及び電磁気構造探査による精度の高い火山内部構造・状態の把握 

a) 有珠火山における機動観測 

令和 3年度は、近年普及しつつある低価格の GNSS受信ユニットを用いた地盤

変動観測・伝送システムを製作し、既存の GNSS観測網を高密度化して噴火準

備過程のマグマ蓄積を捉えるべく、臨時観測用のピラーを 16箇所に新設した。

この GNSS観測網は、噴火直前期のマグマの動きを迅速に把握し、山体のどの

位置から噴火するかを即時的に予測することにも活用できる。このため、令

和 4年度は、前年度に新設した臨時観測点を常時テレメータ化（役務外注）す

る。  

歴史時代の９回の噴火のうち６回が山頂火口から起こっていることをふま

え、本課題では山頂火口原を中心とした火山体浅部の詳細な比抵抗構造の解

明も目指す。令和４年度は、昨年度予察的に展開した AMT/MT法探査の追加観

測を行う（一部外注）。前年度のデータと合わせて 3次元比抵抗インバージョ
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ン解析を行う。  

前年度実施した地磁気全磁力観測により、過去 10年以上にわたって冷却帯

磁傾向が続いていることが明らかになった。令和４年度も引き続き観測を行

い、これまでのトレンドから外れるような異常変化がないかを確認する。  

山頂火口原では、2000年噴火の半年前に土壌拡散 CO 2フラックスが顕著に増

大したとの報告事例がある。このため、早期に噴火の切迫性を検知できる手

法のひとつとされているが、一昨年度と昨年度の観測では特段の異常は認め

られていない。令和 4年度も再観測を実施し、異常の有無を確認する。  

機動観測の業務には、北海道大学で雇用するリサーチアシスタント３名も

補助的に従事させる。機動観測で取得したデータは、本プロジェクトのその

他の関連データも含め、このリサーチアシスタントのうちの１名が JVDNへの

登録作業やその前処理を業務として担当する。  

 

b) 伊豆大島における機動観測 

今年度は、前年度に観測予定点選定等の準備を進めてきた伊豆大島カルデ

ラ内 AMT・MT観測を実施し、火山内部の状況を把握する。山体膨張源であるカ

ルデラ内中央火口の北側を中心として、1週間～ 1か月間程度、水平電場 2成分・

磁場 3成分の 5成分測定を実施する。取得された電磁場時系列データは周波数

解析後に、3次元比抵抗構造解析をおこなう。得られた構造は地震波速度構造

や密度・磁化構造などと比較し、火山内部状態を把握する。また、カルデラ内

を中心として臨時地震観測点を設置し、浅部速度構造や震源の推定を行う。  

 

c) 蔵王火山における機動観測 

今年度は、令和２年度に火口湖・御釜の周辺で実施した電磁気観測データを

用いた３次元地下比抵抗構造推定で明らかになった御釜の北東における表層

付近の低比抵抗帯及び海抜深さ 1-2 kmの低比抵抗体について、構造の精緻化

と分解能を評価し、最終的な比抵抗モデルを提出する。また、令和元年度及

び令和３年度に本プロジェクトで新設した傾斜観測点２点のデータを既設地

殻変動観測網におけるデータと統合して解析することにより浅部地殻変動源

の推定を試みる。令和２年度に開始した機動的な地震観測も引き続き継続し、

火山性地震の震源分布の精査や長周期地震の波形解析により流体経路などの

浅部熱水系構造の情報を得る。また火山活動推移に伴う長周期地震の波形特

性の変化を調査する。  

得られた想定火口域（馬の背カルデラ）直下の３次元地下比抵抗構造を震

源分布等と併せて解釈することにより、蔵王山における水蒸気噴火発生の場

となる浅部熱水系の描像を明らかにし、切迫性評価の高度化に資する知見と

蓄積する。  

 

d) 草津白根山における機動観測 
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令和 3 年度までに実施してきた機動観測により、草津白根山の北側および西側にお

ける地震活動の存在が明らかになった。本領域は、その深部にマグマだまりの存在が

示唆されている重要地域であることから、令和 4 年度も引き続き本事業で構築した観

測網の運用を継続する。蓄積されたデータに、機動観測として令和 3 年度までに追加

設置した現地収録点とを併せて解析を進め、同地域の震源分布をより詳細に示す。一

方、同火山南側に対応する本白根山の地震活動が低下している。機動観測を継続する

ことで、震源分布の検討に必要なイベント数の確保を目標とする。 

3 次元地下比抵抗構造モデルについては、令和 2 年度までに本事業で取得したデー

タならびに既存観測点との統合解析を行い、草津白根山のマグマ―熱水系の地下構造

がほぼ明らかになっている。本年度は、この結果を投稿論文としてまとめることを目

指すことに加え、上記地震活動が見られる北側および西側では、観測点が少ないため

追加観測を検討する。また、令和２年度に本白根山周辺で取得した 2018 年噴火口周

辺での AMT データの解析を進め、投稿論文としてまとめることを目標とする。 

 

e)霧島火山における機動観測 

1)霧島火山における噴火発生場の構造・物性モデルの作成 

霧島火山においては現在も活動が継続していることを考慮して、地震（ア

レイ地震計・広帯域地震計）・空振、地殻変動（水準測量・傾斜変動・ GNSS

測量）、電磁気（広帯域ＭＴ）などの諸観測を継続する。地震計、 傾斜計に

ついては携帯電話通信網を用いたテレメータによりリアルタイムで収録する。

これらの観測データの解析により、えびの高原（硫黄山）周辺の地震・微動

活動や浅部地殻圧力源と比抵抗構造の時間・空間変化を検出して、 2018年度

に作成した「噴火発生場の構造・物性モデル」に時間軸を入れてモデルの高

度化をはかる。これらに基づき、えびの高原（硫黄山）の火山噴火切迫度評

価を試みる。   

また、新燃岳、御鉢を含んだ霧島火山群全体としてのマグマ供給系の構造

を広帯域 MT観測により推定する。これまで蓄積してきた火口近傍の観測点に

加え、霧島火山群を取り囲むように新たに観測点を設置することで、深さ 20km

程度までの地下比抵抗構造を高い空間解像度と信頼性で推定する。  

 

2)霧島火山における GNSS 機動観測の実施 

現在も地表の高温域が存在する霧島火山えびの高原付近及び霧島火山周辺を含む広

域で、GNSS連続観測を実施する。上記（１）と併せて、霧島山新燃岳や硫黄山でのマ

グマ噴火や水蒸気噴火や切迫度評価に資する情報を獲得する。 

 

3)霧島火山における地球物理観測の解釈を支援する地質情報の取得 

霧島火山において、これまでに得られた地球物理学的研究（地震、地盤変動、地下

比抵抗構造）を火山活動度や噴火切迫度の評価に繋げるために必要な地質学的および

岩石学的な情報を取得するため、霧島山周辺で必要な地質調査を行う。取得した試料

の分析および過去の研究のレビューをまとめるための研究支援員を雇用する。 
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f) 箱根火山における機動観測 

箱根火山の深部におけるマグマ供給源のイメージングを目指して、レシー

バ関数のインバージョン解析を引き続き実施する。また、 2017年までに実施

した機動観測で得た波形データおよび定常点で得られる長期間の観測波形を

用いて S波スプリッティング解析を行い、箱根火山の深部から浅部へのガスや

熱水を供給する経路となる亀裂系の時空間変化について解析を行う。必要に

応じて追加の機動観測を実施する。大涌谷の蒸気井や自然噴気、湧出水の温

度・成分・安定同位体比などを観測し、熱水活動と地震・地殻変動との関連

性について検討することで、水蒸気  噴火の切迫度評価の基礎データとする。

国内外の学会に出席し、他火山・他地域での観測や噴火の切迫性評価手法な

どの情報収集を行うとともに、科学誌への成果の発表準備を進める。  

 

g) 富士火山における機動観測準備 

次年度に予定されている富士山機動観測の観測用地選定などの準備をすす

める。  

 

なお、研究期間中に国内の火山で、噴火の予兆が把握された場合もしくは噴火が発生

した場合において、火山機動観測実証研究事業により緊急観測が実施される際は、前記

の技術開発の一環として、その計画の一部もしくはその全てに代えて、緊急観測を実施

することあるいは緊急観測に協力することを可能とする。  

 

2)火山噴火切迫度評価に有用な各種ツールの開発 

 

a)地震計アレイデータ解析システム 

平成 28 年度から地震計アレイデータ解析システムのプロトタイプの開発を行い、

霧島山での試験観測を通してシステムの改良を進めている。令和 4 年度は、開発した

ソフトウエアの活用を図り、機動的火山観測への適用実績を蓄積を継続する。そのう

えでソフトウエアの更なる改善を検討する。 

 

b)地下比抵抗・熱水流動解析システムの開発 

前年度までの開発状況をふまえ、令和４年度は以下の項目を実施する。 

i)ポストプロセッサの開発とパッケージ化 

これまで開発してきたポストプロセッサ／プリプロセッサ等の、研究論文での公表

や、パブリックな開発プラットフォームサイトでの公開に着手する。また、火山活動

推移予測や噴火切迫性の評価に資することを念頭に、様々なシナリオで熱水流動シミ

ュレーションを行う。それにあたり、樽前山、十勝岳、草津白根山など、活動火口浅

部の比抵抗構造が既知の火山を対象に、過去に起きた unrest 事象の再現を試みる。こ

れらの業務補助のために、北海道大学および東京工業大学でリサーチアシスタントを

それぞれ１名雇用する。 
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ii) 坑井データの読取と整理 

比抵抗と浸透率の定量的・経験的関係を抽出するために、過去の地熱ボーリングの

公開データ（報告書等）の読取を行う。読み取った情報はデジタルデータとして整理

し JVDN 等で共有する。また、これまで整理したデータを用いて、比抵抗分布から浸透

率分布の候補を半自動推定する部分の開発を始める。ここで推定する浸透率分布は、

項目 i)のシミュレーションの初期構造として用いることを想定している。この業務補

助のために、北海道大学で項目 i)とは別のリサーチアシスタント 1 名を雇用する。 

  

c) 火山性地震活動総合解析システムの開発 

火山性地震や微動の活動度を自動的に評価するためのシステムを構築するため、波

形の特徴の違いに注目して火山性地震、火山性微動を区別して検出する手法の開発を

引き続き行う。今年度は、箱根、伊豆大島や三宅島などにおいてこれまでの地震観測

で得られた地震波形記録及び手動による検測記録を教師データとし、機械学習アルゴ

リズムにより連続波形記録から自動で P 波や S 波の立ち上りを識別し、火山性地震の

検出並びに震源・マグニチュードの推定を行うシステムの開発を行う。さらに、検出

された地震に対して、波形相関処理により得られた走時差データを用いた、高精度相

対震源決定を実施することにより、高分解能な地震活動の描像を得ることにも取り組

む。霧島火山などを対象にこれまで取得された地震観測データに開発したシステムを

適用し、手法の妥当性を検証するとともに改良を加える。システムを動作させる計算

サーバおよび解析用データ・解析結果を保存するデータサーバを導入する。 

地震活動総合解析システムの実用化のためには、色々な火山における実データが必

要であることから、前年度までに実施した御嶽山のデータ整備内容を踏まえ、御嶽山

とその周辺の地震計で得られた波形データから火山性微小地震を自動検知し、データ

をリアルタイムに整備する。また、御嶽山地域にある名古屋大学御嶽山火山研究施設

と共同してデータの信頼性を検証する。 

 

d) 遠隔熱情報解析システムの開発 

火山研究者自身が無人機（ドローン）を用いた観測計画の立案、運航、測定、およ

び解析までを一貫して実施する仕組みを確立させる。具体的には、これまで開発して

きた多成分ガス測定装置を用いた遠隔火山ガス組成比の測定を、草津白根山や霧島硫

黄山、伊豆大島三原山、有珠山などの各火山を候補として実施する。草津白根山の活

動活発化が認められた場合は、湯釜火口湖の湖水遠隔採取を機動的かつ安全に実施す

る体制を維持する。空中赤外線観測については、機体振動の影響を抑制するための機

材改修を行い、風環境による測定値の不確定性を低減させる。 

 

e) 地震波動場連続解析システムの開発 

火山周辺の地震波動場を連続解析し火山内部の状態変化を評価するためのアルゴリ

ズムの検証・解析プログラムプロトタイプの作成を引き続き進める。地震波干渉法解

析については、本プロジェクト等で取得した観測データや既存観測網において得られ

たデータへ適用を進め解析結果の蓄積を進めるとともに、課題Ａにおけるデータ一元
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化との連携及び成果の共有についての検討を引き続き行う。また、連続解析の効率化

のために、機械学習の応用についても検討を行う。 

また、地震波動場連続解析システムの実用化・運用のためには、連続記録を安定し

て取得することが必要であるため、通信回線の冗長化等の観測システムの検討を引き

続き行う。 

 

3)プログラムの総合推進 

a)課題「先端的な火山観測技術の開発」の包括的な推進 

本課題で開発を目指す先端的な火山観測技術を効率的に推進するため、本課題の各

サブテーマの責任者を集めた会議を引き続き開催する。そこで、各サブテーマの研究

の進捗状況に関する情報交換と協力体制の構築を行う、また、条件が整えば、他のサ

ブテーマと共通のフィールドで共同観測を実施し情報交換を行う。 

 

b)サブテーマ「火山内部構造・状態把握技術の開発」の推進 

本サブテーマの課題責任機関、参加機関、協力機関が参集する「火山内部構造・状

態把握技術の開発推進委員会」を開催し、本サブテーマの実施状況を確認するととも

に、具体的な今後の実施計画についての検討と各種解析ツールの開発状況についての

情報交換も行う。火山防災業務に責任を持つ気象庁との連携をはかるため、気象庁職

員の委員会への出席を促し情報の共有を図る。更に、解析結果（比抵抗分布、速度構

造など）を課題Ａ「データ一元化」課題に受け渡す方法等について協議を進める。 

火山活動の活発化を常に念頭に置き、このサブテーマの成果を最大限に活用するた

め、関係機関との協議の下に火山噴火緊急観測実施の可能性や本事業の対象火山にお

ける機動観測の実施年度を変更すること等についても協議する。 

 

c)機動的な観測に利用する観測機材の整備 

令和４年実施予定の伊豆大島における機動観測で利用する MT 観測装置および地震

データ記録装置を購入する。伊豆大島では、これまでに購入した機材と令和４年度に

購入する機材とを併せて機動観測を実施する。 

機動的な観測で利用する観測機材は、次年度以降も事業の予定を考慮して、本事業

の業務の実施に支障のないように計画的に整備する。 

 

d)課題Ａで取り組むデータ一元化への協力 

本課題で得られた観測データを課題Ａで進めるデータ一元化へ円滑に進めるため、

課題Ａで設置する具体的な方策を検討するワーキング・グループに参加し、課題Ａの

活動に協力する。その際、既存観測点の観測データについても議論が進むように協力

する。 

 

e)自発的な研究活動等  

自発的な研究活動等に関する実施方針に基づき、所属機関が認めた範囲で自発的な

研究活動等を推進する。  
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